
太平洋戦争が始まる
前、日米両国の常識的
な海軍関係者の海戦イ
メージは、日本海海戦
のように戦艦を中心と
した艦隊決戦で雌雄が
決せられるというもの
であったに違いない。
このため、日米両国と
もに巨額の経費をかけ
て大型戦艦の建造に取り組んだ。その代表が戦
艦大和、武蔵である。４６センチ砲を登載した両
艦は、史上最大の戦艦として、その活躍が期待
されていた。ところが、あにはからんや、航空
機の飛躍的な発達によって、海戦の主役は航空
母艦に取って代わられてしまった。戦艦大和は
ほとんど活躍の場も与えられず、米海軍航空隊
の攻撃により東シナ海の海底深く沈んでいった。
さて、阪神・淡路大震災は我々に多くの貴重
な教訓を残したが、そうした教訓の一つに、建
物の倒壊による人的被害の発生ということがあ
る。記録によれば、いわゆる関連死を除いた約
５５００人の死者のうち９割の方が建物等の倒壊に
よって犠牲者となっている。これは防災関係者
にとって驚くべき事実であった。というのは、
地震被害として我が国で最も恐れられてきたの
は関東大震災にみられたような大震火災であり、
圧死についてはそれほど注意が払われてこなか
ったからである。

このような事実があ
るにもかかわらず、地
震被害イコール大震火
災による焼死といった
イメージが、一般には
いまだに強いように思
われる。関東大震災の
被害があまりにも強烈
であったためだろう。
しかし、文字通り木と

紙でできていた当時の住宅、街並みと比較して、
戦後の高度経済成長を経て都市の不燃化は大き
く進んでいる。そうした都市構造の変化等、社
会・経済の発展を踏まえた災害イメージの想定
が重要だと思う。
地震による被害の発生は多様である。私見で
は、これから起きるであろう大地震による人的
被害は、津波によるもの、建物の倒壊によるも
の、高層ビル火災によるもの、新幹線の脱線な
どによるもの、災害弱者施設における逃げ遅れ
などが、その主要な原因になるのではないかと
考えている。もちろん、被害の様相は地域によ
って大きく異なるであろうから、いくつかの地
域類型を仮定してその災害危険性を踏まえたイ
メージを想定する必要があるだろう。もちろん、
これはなかなか難しいことである。しかし、そ
うした研究・検討を通じて、できるかぎり正確
な災害のイメージを想定し、それを基にした諸
施策を講じていくことが重要と思われる。
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平成１１年３月１８日、消防審議会は、消防庁長

官に対して�消防力の基準�について答申しま
した。同審議会では、平成１０年１０月１９日に消防

庁長官から諮問を受け、�消防力の基準に関す
る小委員会�を設置し、４回にわたって活発か
つ慎重な審議を重ね、このたび開催された消防

審議会において報告を行い、答申をとりまとめ

ました。以下、答申の全文（資料を除く）を掲

載します。

消防力の基準に関する答申

平成１０年１０月１９日付け諮問のあった�消防力
の基準�に関し、別紙のとおり答申する。

平成１１年３月１８日

消防審議会会長

上 原 陽 一

消 防 庁 長 官

谷 合 靖 夫 殿

１ 基本的な考え方

 �消防力の基準�の見直しにあたって
消防は、住民の生命、身体、財産を災害か

ら守るという最も基本的な行政責任を果たす

ものであり、必要な一定程度の水準は常に保

持されていなければならない。市町村消防と

いうわが国の消防体制において、国が、全国

的に適用される共通の基準を示すことは、一

定程度の水準の維持に加え、市町村消防の原

則のもとに住民に対して直接責任を持つ市町

村を支援するという点からも、必要なもので

あると考えられる。

ところで、この�必要な一定程度の水準�

すなわち消防体制、消防活動のあるべき水準

を考えるに際しては、消防の機械力や技術の

水準、通常想定される被害の程度、住民のニ

ーズ、所要のコストなど様々な視点がある。

消防力の基準の見直しにあたって、本審議会

では、広く国民に受け入れられるであろう水

準を想定すること、そしてそのために必要な

消防力を国民に分かりやすい形で示すことを

念頭において検討した。

まず消火活動の水準についてみれば、今日

の消防は消防力の基準が創設された昭和３６年

当時と比べて、施設、装備、人員とも格段に

整備され、通常の火災に対応する消防活動は

おおむね社会の期待に応える程度に至ってい

ると思われる。すなわち、建物火災の大半を

占める一般住宅火災については、出火した建

物はある程度焼失することはやむを得ないと

しながらも、相当程度密集度が高い地域であ

っても、隣接する建物への延焼を防ぎ、同時

に、出火建物に取り残され助けを求める人々

を救出するための活動が行われている。この

ような現在の活動の水準は、今後とも全国的

に確保されるべきものであると考える。

また、救急活動の水準については、搬送件

数は増大の一途をたどっており、平成９年に

は約３５０万件にのぼり、昭和５０年と比較して

２倍以上になっているところである。これは

９，１秒に１回、国民の３８人に１人が救急搬送

されたことになる。現状の救急活動は、おお

むね社会の要請に応えていると考えられ、今

後も救急需要に対応した活動水準を維持する

とともに、救急救命士の配置や高度な装備の

整備など、質的側面の向上が重要である。

さらに、災害による被害を最小限に軽減し

6消防力の基準7に関する消防審議会の答申について

消 防 課
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ていくためには、これら消防力の整備と相ま

って関連する施策が一層促進されることが不

可欠といわなければならない。例えば、住宅

火災における高齢者の焼死を防ぐためには、

消火器や防炎品といった住宅用の防災機器等

の普及促進など、予防面の施策が必要である

し、救急において救命率を高めるためには、

住民への応急手当の普及が重要な鍵となる。

このように、消防力の整備と並行する各般の

施策の推進により住民生活の安全の確保に努

めていく必要がある。なお、こうした災害に

よるリスクを軽減する上では、費用対効果の

観点からコスト面についての考慮も必要とさ

れよう。

! 現行�消防力の基準�の基本的な課題（資
料１参照）

現行の�消防力の基準�は、制定当時、全
国各地で大火が頻発していたという時代背景

を受け、国として可及的速やかに市町村の消

防力の増強を推進するために制定されたもの

である。

今日、市街地大火と呼べる大規模な火災は、

先の阪神・淡路大震災のように大規模地震災

害に伴い発生するような特殊な条件下で見ら

れるだけになったが、これは、市町村が着実

に消防力の充実強化に努めてきたことなどの

結果であり、現在の市町村の消防力は、通常

考えられる災害に対しておおむね最小限度必

要な水準にまで整備されたものと考えられる。

現行基準は、こうした過程において大きな成

果を上げてきたといえる。

しかしながら、昭和３６年の制定以来４０年近

くが経過し、昭和５０年の改正からも２０数年が

経過した現在、現行基準に、消防を取りまく

様々な環境の変化に十分対応しえなくなった

点が目立つようになったことも事実である。

現行基準が想定する市街地が、普通木造平屋

建ての建物だけで構成されていると想定して

いる点、消防団常備部の存在を想定している

点、救急需要を低いレベルに想定している点

など、時代の変化の中で既にその合理性を失

ったと考えられる部分が多い。

このような現行基準に対し、市町村におい

ては弾力条項の適用によって整合性を保って

いるのが実態であり、救急自動車について、

現行基準に基づき算定される数を、弾力条項

を使って２倍にまで引き上げていることは、

よくこのことを表している。

したがって�消防力の基準�は、まず現在
の消防を取りまく環境を十分に反映するとと

もに、地域における消防力の標準的なあるべ

き姿を、実態に即して出来るかぎり客観的合

理的に示すことができるよう見直すべきであ

る。現行基準における弾力条項の市町村にお

ける実際の適用についても、その理由が必ず

しも明確なものとはなっていない場合が見受

けられるが、基準を、現状に即した合理的な

ものに改めることにより、このような事態が

改善されることが期待される。

さらに、現行基準に定められていない事項

であっても、その一般的な必要性が認められ

るものにあっては、具体的な数値等の設定は

市町村に委ねることとしながらも、できる限

り基準上に位置付けていくことが望ましい。

また現行基準の運用にあたって、地域にお

ける実際の基準数値の設定は、弾力条項の適

用により実質的に市町村が決定しているもの

であるが、基準本来の性格からして、それぞ

れの地域の具体的な基準数値は、�基準�を
もとに地域の実情を加味して市町村が決定す

るものであるという方向で、現在の�基準�
と�弾力条項�の関係を整理していくべきで
ある。

" 市街地における消防力配置について（資料

２参照）

現行の�消防力の基準�は普通木造建築物
が市街地街区を構成すると想定しているが、

近年の都市構造を見れば、専用住宅において

も防火構造が一般的になるとともに耐火建築

物が増加するなど、基準制定時の想定する市
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街地の姿とは相当に変化してきていることは

明らかである。また、より早い出場体制と的

確な部隊運用を可能にする情報システムを構

築したり、より早い放水活動を可能にする消

防戦術が広く取り入れられつつあり、こうし

た現状についても的確に評価していく必要が

ある。

さらに、火災に対する消防機関の行う消防

活動についても、現行基準が想定するものと

は大きく異なってきている。すなわち、現行

基準は、出火建物を包囲し周辺建物への延焼

を防止することが消防活動の全部であると想

定しているが、近年の消防活動は、なにより

も人命の救出という人的損失の防止を最優先

とする一方で、火災を包囲するという戦術か

ら、炎上建物への内部進入も含み、燃焼実体

に直接注水するという積極的なものへと移行

している。また、こうした活動にあたっては、

多くの資機材が使用され、さらに、特に耐火

建物の火災にあっては、消火水による損害を

低減しようとする活動も行われている。この

ため、人命の検索救助活動、指揮統制活動、

資機材搬送活動、水損防止活動、さらには火

災原因調査に必要な情報収集活動等の、放水

活動以外の活動の消防活動全体に占める割合

がたいへん大きくなってきている。

こうしたことを背景に、消防活動の実態及

び現在の市街地の状況に関する全国調査を実

施し、これを基礎に消防力の基本となる消防

署所の基準数及び消防ポンプ自動車の基準数

について算定しなおしたところ、消防署所数

については現行基準の水準が妥当であるとい

う結論を得るとともに、消防ポンプ自動車数

については、やや現行基準の水準が高過ぎる

部分があると考えられる。

次に、消防職員数については、その基準数

は保有消防車両数を基礎に算定されるもので

あり、現在、消防職員数は基準数の７割強に

止まっている。職員数に関しては、十分な人

員を確保することは、効果的な消防活動の実

施に加え、隊員の安全確保という点からも極

めて重要である。しかし一方で、限られた人

員を有効に活用し効率的な消防行政の推進を

図ることも大きな課題である。

ところで通常時における消防体制は、２４時

間体制を維持するという消防職員の勤務形態

の特殊性から、勤務にあたる一部の職員をも

って構築されているものであり、多くの消防

本部で、大規模な延焼のおそれのある火災が

発生したり台風等の自然災害時においては、

非勤務職員の動員を行い消防力を一時的に増

強して災害対応にあたっているという実態が

ある。このような非常時における一時的な消

防力の増強に対応するための消防車両の保有

が、実際には多く見うけられるところである

が、これらが基礎となる消防車両数に含まれ

てしまうと、人員の基準数を必要以上に引き

上げる結果となる。消防車両について、こう

した非常時に運用する車両と日常的に運用す

る車両との合理的な整理を行う必要がある。

また、消防ポンプ自動車と水槽付き消防ポ

ンプ自動車の活用により効果的な消防活動を

可能にする消防戦術の導入など、限られた人

員を有効に活用できる方策を講じている場合

の他、はしご自動車や化学消防車など特殊車

両の災害形態に合わせた活用についても、実

情を踏まえた適切な配慮を基準上も講じる必

要があると考えられる。

# 救急自動車の配置について（資料３参照）

現行の�消防力の基準�は、市町村に配置
する救急自動車の数を、人口１５万以下の市町

村にあってはおおむね人口５万ごとに１台、

人口１５万をこえる市町村にあっては３台に人

口１５万をこえる人口についておおむね人口７

万ごとに１台を加算した台数としている。

消防機関の実施する救急業務は、昭和３８年

に法制化されて以来、年々その体制が整備さ

れ、現在では、３，１５０の市町村で救急業務を

実施しており、ほぼ全国民をカバーするに至

っている。
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また、社会構造の変化等に伴い、救急業務

に対する国民の期待は年々大きくなっており、

救急出動件数は毎年増加している。昭和５０年

には約１５３万８千件であった救急出動件数は、

平成９年には約３４７万７千件と２倍以上に増

加しており、これらの救急需要について、

５，１９７台（平成１０年４月１日現在）の救急自

動車で対応している状況である。

その一方、救急自動車に関する配置基準は、

昭和５０年に消防力の基準に初めて規定されて

以来、現在に至るまで改正されていない。

このため、５千台を超える救急自動車台数

のうち、現行の消防力の基準に定める人口に

基づく基準台数は２，５００台程度（平成８年調

査による）と約半分であり、残りは地域の実

情に応じて配置するという規定（いわゆる弾

力条項）に基づき、各消防機関において人口

基準を大幅に上回って配置している状況であ

り、消防力の基準と救急自動車の配置の実態

との間に大きな乖離が生じている。

このように、救急業務を取り巻く状況が昭

和５０年当時から大きく変化していることを踏

まえると、現行の消防力の基準における人口

基準を大幅に改正し、救急自動車の配置基準

台数を増加させる必要があると考えられる。

改正にあたっては、人口の少ない地域等に

おいても住民が充実した救急サービスが得ら

れるようにすることとし、さらに、消防本部

の実情等を考慮して、現在の基準（人口１５万

以下は５万ごとに１台、人口１５万超は７万ご

とに１台）を変更することとすべきである。

また、現行の消防力の基準では、人口基準

にかかわらず�地域の実情に応じ救急自動車
を配置するものとする�とされており、救急
自動車台数の増減を行う判断基準が何ら示さ

れてはいないが、増減を行う際の基本的な判

断基準については明示することが適当と考え

られ、具体的な指標としては�救急出動件
数�や�救急現場到着所要時間�等を規定す
ることを検討するべきである。

なお、救急自動車の配置という基準上の問

題のほかに、救命率の向上を図るために、応

急手当の普及啓発活動の一層の推進や救急救

命士制度の充実強化を図るとともに、救急出

動件数の急激な増加に鑑み、引き続き救急自

動車の適正利用を促すことなどが必要である

と考えられる。

$ 市街地以外の地域への対応について（資料

４参照）

現在の基準は、市街地以外の地域について

は消防団の消防力をもって対応することとし、

部分的に消防団常備部の設置も規定している

ところである。しかしながら、消防団常備部

が社会的な変化のなかで既に見られなくなっ

たことに加え、地域住民の多様な行政需要に

応えるため、多くの市町村で、市街地以外の

地域にも消防署所を設置している。

また、救急需要の著しい増加は、高齢化の

進展等が大きく影響しているものと考えられ

るが、その傾向が農山村漁村部で特に著しい

ことも、こうした地域への消防署所設置の背

景にあると考えられる。

現行の�消防力の基準�は、市街地大火を
防止するという観点から市街地への消防署所

配置について定めているところであるが、救

急業務を確実に実施していくことが消防行政

の重要な任務であることは明らかであり、前

述した社会経済構造の変化が今後も続くと考

えられる今日、市街地以外への消防署所、あ

るいは救急分遣所等これに準じる施設の設置

についても、基準上明確に位置付けていくこ

とが必要であると考えられる。

しかしながら、市街地以外の消防需要につ

いては、地域によってその実情が様々であり、

全国的に適用できる一定の水準を設定するこ

とが困難である。したがって、人員の配置数

等を含めた具体的な事項については、市町村

判断に委ねるべきであると考えられる。

% 予防業務の推進について（資料５参照）

消防力の基準上、予防要員については、昭
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和５０年に、防火対象物の増加及び予防査察業

務の重要性の増大等に対処し円滑な予防業務

の執行を確保する必要性から増強が図られて

以来、変更されていない。

この間、防火対象物数は著しく増加すると

ともに、その利用形態においても土地の高度

利用を図るため、建築物は大規模化・複雑化

するなど、消防職員の立入検査に係る業務執

行量は年々増加する傾向にある。

また、防火対象物の増加は、これに設置さ

れる消防用設備等の増加につながるものであ

り、新たな技術の開発等に伴う高度化・複雑

化と相まって、消防用設備等の設置時検査等

に係る業務量の増加も顕著なものとなってい

ると考えられる。

さらに、火災発生の原因をつぶさに調査し、

以後の施策に的確に反映することは、火災予

防業務のいわば基礎となるものであるにもか

かわらず、建築物や使用される電化製品等の

多様化に伴い火災の態様が複雑多岐にわたり、

火災原因の究明に困難を来すケースが増加す

る傾向にあることから、火災原因調査体制の

整備を図っていく必要がある。

また、近年の建物火災による死者は、大半

が住宅火災により生じており、その過半が高

齢者であること、今後高齢化が一層進展する

ことを考えれば、住宅火災を予防するための

防火指導等が重要である。

危険物施設についても、昭和５０年と比較す

ると、その数が増加するとともに、新しい形

態のものが設置されるなど、危険物業務に従

事する要員についても引き続き確保していく

ことが必要である。

このように予防業務に対する需要は増大し

ているところであるが、一方で、現下の社会

経済情勢に鑑みれば、予防業務においても、

例えば立入検査業務の効率的・重点的実施に

よる検査頻度、所要日数等の見直し、実際の

消火活動等への効果を考慮した警防職員の活

用等その効率的な業務執行への工夫が必要不

可欠である。

なお、予防業務に従事する要員については、

基本的には人口と正比例関係にあると考えら

れるが、このうち危険物の業務に従事する要

員については、同程度の人口を有する市町村

においても設置されている危険物施設の数に

数十倍以上の開きがある実態に鑑みれば、危

険物施設の数に応じて算定することが適当で

あると考えられる。

また、同程度の人口、危険物施設数を有す

る市町村であっても、管轄面積、防火対象物

数、消防同意件数、消防用設備等の設置届出

件数、危険物施設の種類、規模、少量危険物

施設の実態、石油コンビナート等特別防災区

域の所在の有無等の条件はそれぞれ異なり、

必要な人数についても、これらの条件に対応

して決定すべきものと考えられることから、

補正係数により一律の数値を定めるよりも、

市町村の実情に応じた人数の増減を可能とす

ることが適当であると考えられる。

& 消防団の消防力について（資料６参照）

消防団の持つ消防力は、常備消防が充実し

た現在においてもなお極めて重要である。現

行基準は、この基本的な点についての対応が

必ずしも十分ではない部分があると考えられ

る。

まず市街地における火災防ぎょ活動におい

ては、原則として常備消防が対応すべき範囲

が設定できるところであるが、市街地人口規

模が小さく、常備消防の整備水準が最少限度

にとどまる地域にあっては、相当の活動を消

防団が担うことになる。また、比較的常備消

防の充実した市街地においても、消防団は延

焼防止活動などにおいて一定の消防力を担っ

ており、こうした実態についても基準上的確

に反映させていく必要がある。

市街地における消防団の消防力は、以上の

ことを踏まえて、その水準を設定していくべ

きであると考えられるが、こうした考え方に

立って消防団の消防力を算定し直すと、現行
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の基準にはやや不足している部分があると考

えられる。

次に、署所が設置されない市街地以外の地

域における消防団の消防力であるが、市街地

とそれ以外の地域との区分は、火災の発生頻

度等から、行政の経済効率性を考慮して一線

を引いたものであり、市街地以外の地域にお

ける消防力の水準は、基本的には市街地と同

じ考え方に立ちながら、ある程度人口規模に

応じた段階的な算定を行う必要があると考え

られる。こうした考え方に立って算定し直す

と、一部を除いて概ね現行の基準は妥当であ

ると考えられる。

なお、現行基準は人口規模が数百人の集落

にまで必要な消防力を規定しているところで

あるが、これは制定当時の、道路交通状況が

悪く集落間の移動に相当の時間を要する時代

背景があったためと考えられる。今日では、

山間部に至るまで道路整備が進み、いわゆる

隔絶された集落は相当少なくなったと考えら

れる。このため、例えば主要道路上に集落が

点在するような地域においては、近隣の市街

地やこれに準じるような地域の消防力の活用

を勘案する必要がある。一方、離島などでは、

他地域の消防力がほとんど期待できない場合

が多いと考えられ、このため、離島等におけ

る現状は、既に相当程度の消防力を保有して

いるところである。

これらのことから、人口規模が千人に満た

ないような地域の消防力については、一律に

人口規模に応じた消防力を設定することはか

えって実態と離れる可能性があり、実情に応

じた市町村の判断に委ねることが適当である

と考えられる。

また、消防団においては、林野火災、風水

害等多数の動員が必要な災害に備えて、消防

ポンプ自動車や小型動力ポンプ付積載車等を

整備しているという実態がある。さらに、近

年は大規模地震災害を想定して小型動力ポン

プの整備に努める消防団も見られるところで

ある。これらの車両や小型動力ポンプについ

て、市町村が実情に応じて適切にその整備を

図るよう、常備消防に関して�非常災害用車
両�の位置づけを行うのと同様に、基準上も
明確にする必要がある。

あわせて、こうした非常災害時においては、

消防車両等機械力以上に全体としての動員力

が重要になる。市町村が消防団員の総数を決

定するにあたっては、このことについても十

分勘案していく必要がある。

なお、消防団に関連して、自主防災組織や

自衛消防組織についてもふれておきたい。地

震等の大規模災害時において同時多発する火

災や人命救助に対しては、消防団を中心に自

主防災組織、自衛消防組織等が互いに協力、

連携して取り組むことが期待されている。こ

のことは阪神・淡路大震災に際しても見受け

られたところであり、その必要性は広く認識

されつつある。消防力の基準は、消防機関に

関して定められるものであるが、審議会とし

ては、自主防災組織や自衛消防組織の育成強

化、並びに消防団との連携が推進されること

を期待したい。

２ 消防力の基準の改正について

消防力の基準については、以下のとおり改

正することが必要である。

 基準の性格（現行基準第１条関係）

基準の持つ本来の性格から、現行の�最
小限度の基準�という表現を改め、市町村
が適正な規模の消防力を整備するにあたっ

ての指針となる基準として位置付ける。

! 用語の定義（第２条関係）

�密集地�という表現について、一般的
に誤解を生じやすいと考えられるため、こ

れを�準市街地�という表現に改める。ま
た、その定義を人口千以上１万未満に改め

る。

" 市街地に配置する署所及び消防ポンプ自

動車等の基準数（第３条、第４条、第５条、
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第６条、第７条関係）

ア 別添資料２により、署所の管理する消

防ポンプ自動車の基準数を改正する。

イ 基準数をもとに、市町村が地域の特性

を加味して�市町村の基準数�を決定す
ることとする（救急自動車等についても

同じとする）。これに伴い、現行の弾力

規定は廃止する。合わせて、人口３０万を

超える市街地の算定方法（第５条）及び

大都市の特例（第６条）についても、所

要の改正を行う。

ウ 別添資料６により、市街地に設置する

消防団の管理する動力消防ポンプの基準

数を改正する。

# 準市街地等への署所設置（第８条関係、

第２１条）

署所を配置した市街地から著しく離隔し

た地域等における消防需要に応えるため、

他に有効な対応がとり得ない場合にあって

は、当該地域に分署、出張所又はこれに準

じる施設（救急業務だけを行うための施設

を含む）を設置することができることとす

る。また、こうした署所の消防業務の推進

に必要となる人員数等は、実情に応じ市町

村が定めることとする。

$ 非常災害用車両（第１１条、第１２条の７関

係）

現行基準の予備車について、�か働中の
車両が故障したときに使用する�という概
念に、自然災害時等において、災害対応の

ため参集した非勤務職員が運用する車両と

しての位置づけを付加し、これを非常災害

用車両とし、地域防災計画等との整合性を

図りながら市町村が判断した必要数を整備

することとする。

% 準市街地等における消防団の消防力

別添資料６により、準市街地における消

防団の管理する動力消防ポンプの基準数を

改める。なお、#により署所が設置された
場合、署所の管理する動力消防ポンプの数

はこれに含まれるものとする。

また、人口千未満の地域及び人家が点在

するようなその他の地域における基準数に

ついては、近隣地域に展開する消防力の状

況等を考慮した市町村の判断に委ねること

とする。

& はしご消防車の設置基準（第１２条関係）

（資料７参照）

建築構造や消防用設備等により、一定以

上の避難性や消防隊の活動性が確保される

結果、はしご消防車の使用を想定してない

建築物が増加してきていること、一般的な

高層建築物についても、相当程度の避難性

が確保されはしご消防車による救助活動に

ある程度の時間的余裕が得られること等か

ら、はしご消防車の設置基準を消防署単位

とするなど現状に即して改める。

' 化学消防車の設置基準（第１２条の２、第

１２条の３関係）

危険物施設における火災の実態等から、

給油取扱所の数を化学消防車の設置の算定

基準から除くこととし、あわせて、小規模

の危険物施設に対しては、化学消防車に替

えて消防ポンプ自動車に泡を放射すること

ができる装置を備えているものを設置する

ことができることに改める。

( 救急自動車の設置基準（第１２条の７関

係）

救急需要の急激な増加に対応するため、

救急自動車の設置基準を、人口１５万以下の

市町村にあってはおおむね人口３万ごとに

１台とし、人口１５万をこえる市町村にあっ

ては５台に人口１５万をこえる人口について

おおむね人口６万ごとに１台を加えた数に

改める。

) 予防要員の配置基準（第２３条関係）

予防業務の確実な執行のため、危険物に

関する業務を除く予防業務に従事する要員

については人口１０万人あたり１２名を確保す

ることとし、危険物に関する予防業務に従
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事する要員については、危険物施設１５０施

設に１名を確保することに改める。

また、この基準数をもとに、市町村が、

管轄面積、防火対象物数、消防同意件数、

消防用設備等の設置届件数、危険物施設の

種類、規模、少量危険物施設の実態、石油

コンビナート等特別防災区域の所在の有無、

予防業務への警防職員の活用等の業務執行

体制等を勘案して�市町村の基準数�を定
めることとするよう改める。

* 消防車両の運用に必要な人員（第１６条、

第２１条関係）

消防ポンプ自動車を運用する隊員につい

ては、１隊５名を原則とするが、消防ポン

プ自動車と水槽付消防ポンプ自動車との連

携等により、別添資料２にある消防活動に

必要な消防力を維持できる場合に限り、こ

れを減じることができることに改める。

また、はしご消防車等特殊な用途に用い

る車両については、必要な技術を有する消

防ポンプ自動車を運用する隊員等が、災害

の種別や状況に応じてこうした特殊車両に

乗り換えて運用することができることとす

る。

+ 消防本部の人員

消防本部の人員の総数は、消防車両（非

常災害用車両を除く。）を運用するために

必要な人員、指令通信に要する人員、災害

現場活動における統括的な指揮にあたる要

員、予防要員、その他庶務等に従事する要

員を算定するものとするが、交代制勤務に

つく消防職員にあっては、その勤務体制の

特殊性から、休暇取得や研修機会の付与に

必要な人員を確保する必要がある。

なお、庶務等に従事する消防職員につい

ては、基準の性格上一定の水準を示すこと

は適当ではないので市町村が判断すること

とする。

, 消防団員数の基準（第２０条、第２４条関

係）

消防団の実態を踏まえ、分団長等の基準

数に、現行基準の考え方に基づいて副分団

長及び班長を加えるものとする。

また、市町村が消防団員の総数を決定す

るにあたっては、現行基準の�火災の予防
に従事する消防団員�等に加え、地震等自
然災害が発生した場合において必要な消防

力を確保するという観点を明確に位置付け

るよう改める。

- その他

その他、�１基本的な考え方�に基づき
所要の改正を行う。

３ 結び

�消防力の基準�が以上の方向で改正されれ
ば、実態に即したより合理的なものになると考

えられ、�基準�をもとに地域の実情に応じた
消防力の整備の推進に資することになろう。本

審議会としては、市町村が今後とも適切に消防

力の整備に努められることを期待したい。

なお、我が国においては、都市機能が高度に

集積した大都市を中心に、災害の態様が大規模

化、複雑化するおそれがある。このような災害

への対応については、一定の災害態様を想定す

ることが困難であるため、基準上は抽象的な表

現にとどまらざるを得ないが、こうした地域に

おいては、消防力の整備を図る上で配慮してい

く必要がある。

終わりに、本答申が有効に活用され、２１世紀

に向かって我が国の消防が住民の期待と信頼に

応えていくことを期待するものである。
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１ 消防施設強化促進法の一部を改正する法律

の成立

消防施設強化促進法の一部を改正する法律

は、平成１１年３月３１日、第１４５回国会におい

て可決成立し、同日、公布施行されました（法

律第２２号）。この法律により人口急増市町村

に対する国庫補助率の特例措置の適用年度が

５年度延長され、平成１５年度までとされまし

た（附則第２項）。また、同日、人口が急増

している地域の指定に関する細目を定める省

令も改正され（自治省令第１８号）、同様に５

年度延長されました。

２ 延長の必要性

この特例措置は、平成１１年度以降において

も依然として人口急増市町村の存在が予想さ

れ、これらの市町村における市街地の拡大等

に伴う消防施設整備の緊急性を考慮し延長す

ることとされたものです。

３ 特例措置の適用年度の改正経緯

昭和４９年に制度が創設されて以来、昭和５４

年、昭和５９年、平成元年、平成６年にそれぞ

れ５年度延長されています。

４ 特例措置の概要

 対象地域 当該年度の前々年度末の住民基

本台帳人口が、その３年前の人口に比べて

３千人以上増加し、かつ、その増加率が６％

以上である市町村及び前年度に人口急増地

域であった市町村

!補助率 ２分の１（ただし、政令指定都市

及び財政力指数が１．００を超える市町村は１０

分の４）

"対象施設 消防ポンプ自動車（化学消防ポ

ンプ自動車及びはしご付消防ポンプ自動車

を含む。）、防火水槽及び小型動力ポンプ付

水槽車

５ 人口急増市町村数

平成６年度以降人口急増地域として指定さ

れた市町村数は、平成６年度７６団体、平成７

年度５８団体、平成８年度５６団体、平成９年度

５２団体、平成１０年度４８団体、平成１１年度４５団

体となっています。

消防法施行令の一部を改正する政令（平成１１

年政令第４２号）及び消防法施行規則の一部を改

正する省令（平成１１年自治省令第５号）が平成

１１年３月１７日に公布された。

今回の改正は、最近における規制緩和の要請

や消防用設備等に係る技術の向上等にかんがみ、

スプリンクラー設備、誘導灯及び誘導標識、排

煙設備、連結散水設備並びに連結送水管の設置

基準等を改めるものである。

以下、今回の政省令改正の主な内容について

紹介する。

消防施設強化促進法の一部を改正する法律について

消 防 課

消防法施行令の一部を改正する政令等について

予 防 課
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１．スプリンクラーヘッドの設置間隔に係る基

準の合理化

防火対象物の各部分からスプリンクラーヘ

ッドまでの水平距離については、現在、設置

場所の用途・構造と規格省令上のスプリンク

ラーヘッドの種別（設置基準上は標準型ヘッ

ドと高感度型ヘッドの２区分）に応じ一律に

規定されているが、個別のスプリンクラーヘ

ッドの性能に応じた距離とすることができる

ように規定を整備した。（令第１２条、規則第

１３条の２及び第１３条の５）

２．誘導灯の設置に関する基準の見直し

新しい機能、性能等を有する誘導灯の開発、

建築物の用途及び形態の多様化等に対応する

ため、�規制緩和推進３か年計画�（平成１０年
３月３１日閣議決定）に基づく誘導灯の設置に

関する基準の見直しの一環として、避難口誘

導灯の設置位置及び通路誘導灯の照度に係る

規定の合理化等を図った。（令第２６条）

また、規則においては、誘導灯の設置を要

しない防火対象物又はその部分の要件の合理

化を図るとともに、高輝度誘導灯の普及等に

対応して誘導灯の区分を見直し、その設置及

び維持に関する技術上の基準を全面的に改め

ることとした。（規則第２８条の２及び第２８条

の３）

３．排煙設備の基準の見直し

排煙設備については、消防法及び建築基準

法において、それぞれ独自の観点から規定が

設けられているが、関係者の負担を軽減する

ため、建築基準法の規定を踏まえ、令別表第

１（一）項に掲げる防火対象物（劇場、公会

堂等）の舞台部について、排煙設備の設置対

象となる床面積を緩和するとともに、排煙設

備の自動起動装置の起動要件等の合理化を図

るほか、排煙設備の設置を要しない場合の要

件を整備した。（令第２８条）

４．その他の事項

 一定規模以上の地下階に設置が義務づけ

られている連結散水設備について、消火活

動上支障がない場合にあっては、連結送水

管を設置することにより、当該設備を設け

ることを要しないこととした。（令第２８条

の２及び規則第３０条の２の２）

! 近年、水損防止の観点から使用が一般的

となっている高圧・小水量の放水用器具

（いわゆる�フォグガン�）に対応して、連
結送水管の主管の内径について特例を定め

る等規定を整備した。（令第２９条及び規則

第３０条の４）

" 自力避難困難者が多数入所する有料老人

ホームについて、防火安全上の観点から、

スプリンクラー設備の設置について特別養

護老人ホーム等と同様の取扱いとなるよう

に見直しを行った。（規則第１３条）

５．施行期日等

原則として平成１１年４月１日からの施行と

しているが、令２８条の排煙設備に関する事項、

規則第１３条の有料老人ホームに係るスプリン

クラー設備に関する事項並びに規則第２８条の

２及び第２８条の３の誘導灯及び誘導標識に関

する事項（規則第３条の規定整備を含む。）

については平成１１年１０月１日から施行するも

のとするとともに、所要の経過措置を設けた。
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危険物の規制に関する政令の一部を改正する

政令（平成１１年政令第３号）が平成１１年１月１３

日に公布され、また、危険物の規制に関する規

則等の一部を改正する省令（平成１１年自治省令

第１０号）及び危険物の規制に関する技術上の基

準の細目を定める告示の一部を改正する件（平

成１１年自治省告示第８０号）が、平成１１年３月３０

日にそれぞれ公布又は公示され、平成１１年４月

１日（危険物の規制に関する規則の一部を改正

する省令の一部改正については公布日）から施

行されることとなりました。

今回の改正は、貯蔵最大数量が５００キロリッ

トル以上１千キロリットル未満の屋外タンク貯

蔵所を�準特定屋外タンク貯蔵所�と規定し、
その位置、構造及び設備の技術上の基準につい

て整備を図ること、第３類の危険物のうちアル

キルアルミニウム若しくはアルキルリチウム又

はこれらのいずれかを含有するもの（以下�ア
ルキルアルミニウム等�という。）の容器及び
運搬容器の容量の上限を引き上げるとともに、

その収納方法を改めること、危険物の運搬時に

混載することができる高圧ガスを新たに定める

こと、他法令改正に伴う規定の整備を図ること

をその主な内容とするものです。

なお、法令名については次のとおり略称を用

いています。

消防法（昭和２３年法律第１８６号）・・・法

危険物の規制に関する政令の一部を改正する

政令（平成１１年政令第３号）・・・改正令

改正令による改正後の危険物の規制に関する

政令（昭和３４年政令第３０６号）・・・令

危険物の規制に関する規則等の一部を改正す

る省令（平成１１年自治省令第１０号）・・・改正

省令

改正省令による改正後の危険物の規制に関す

る規則（昭和３４年総理府令第５５号）・・・規則

危険物の規制に関する技術上の基準の細目を

定める告示を改正する件（平成１１年自治省告示

第８０号）・・・改正告示

改正告示による改正後の危険物の規制に関す

る技術上の基準の細目を定める告示（昭和４９年

自治省告示第９９号）・・・告示

第１ 準特定屋外タンク貯蔵所に関する事項

１．準特定屋外タンク貯蔵所の技術上の基準に

関する事項

 準特定屋外貯蔵タンクの基礎及び地盤に

ついて新たに技術上の基準を定めました

（令第１１条第１項第３号の３、規則第２０条

の３の２及び告示第４条の２２の２から第４

条の２２の９まで）。

! 準特定屋外貯蔵タンクは、当該タンク及

びその附属設備の自重、貯蔵する危険物の

重量、当該タンクに係る内圧、温度変化の

影響等の主荷重及び積雪荷重、風荷重、地

震の影響等の従荷重によって生ずる応力及

び変形に対して安全なものでなければなら

ないこととし、その構造は次の基準に適合

するものでなければならないこととしまし

た（令第１１条第１項第４号、規則第２０条の

４の２及び第２０条の５並びに告示第４条の

２２の１０、第４条の２２の１１及び第７９条）。

� 厚さ３．２ミリメートル以上であって、

規則第２０条の５で定める規格に適合する

鋼板その他の材料又はこれらと同等以上

の機械的性質及び溶接性を有する鋼板そ

の他の材料で気密に造るとともに、水張

試験又は水圧試験において、それぞれ漏

危険物の規制に関する政令等の一部改正について

危険物規制課
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れ、又は変形しないこと。

� 側板に生ずる常時の円周方向引張応力

は、告示第４条の２２の１１で定める許容応

力以下であること。

� 側板に生ずる地震時の軸方向圧縮応力

は、告示第４条の２２の１１で定める許容応

力以下であること。

� 保有水平耐力は、地震の影響による必

要保有水平耐力以上であること。

２．危険物保安技術協会への委託等に関する

事項

法第１１条の３第１号の規定により屋外タ

ンク貯蔵所の設置等の許可の申請に係る審

査に関し、市町村長等が危険物保安技術協

会に委託できる事項として、準特定屋外タ

ンク貯蔵所のタンク本体に関する事項並び

にタンクの基礎及び地盤に関する事項を追

加しました（令第８条の２の３第１項及び

第２項）。

３．手数料に関する事項

新たに準特定屋外タンク貯蔵所に係る法

第１１条第１項前段の規定による設置の許可

に係る手数料等を新たに定めました（令第

４０条）。

４．準特定屋外タンク貯蔵所の設置等の許可

の申請書等に関する事項

 準特定屋外タンク貯蔵所の設置等の許

可の申請書の添付書類について、準特定

屋外貯蔵タンクの基礎及び地盤並びにタ

ンク本体の設計図書及び規則別表第１の

上欄に掲げる構造及び設備に応じて同表

の下欄に掲げる書類としました（規則第

４条第３項第４号の２及び第５条第３項

第４号の２）。

! 準特定屋外タンク貯蔵所の設置等の許

可の申請書等の提出部数について、タン

ク本体に関する事項並びに基礎及び地盤

に関する事項については３部としました

（規則第９条）。

第２ 危険物の運搬に関する事項

１．従来アルキルアルミニウム等の容器及び運

搬容器の最大容積は１１０リットル以下として

いましたが、今回の改正により最大容積を４５０

リットルとしました。また、アルキルアルミ

ニウム等は、容器及び運搬容器に内容積の

９０％以下の収納率であって、かつ、５０度の温

度において５％以上の空間容積を有するよう

に収納することとするとともに、木箱等の外

装容器は要しないこととしました（規則第４３

条の３第１項第６号ハ、告示第６８条の２の２

第２号及び第６８条の３第２号）。

２．危険物の運搬時に混載が認められる高圧ガ

スとして、内容積が１２０リットル未満の容器

に充てんされたアセチレンガス又は酸素ガス

（第四類第三石油類又は第四石油類の危険物

と混載する場合に限る。）を追加しました（告

示第６８条の７第３号）。

第３ 他法令の改正に伴う規定の整備に関する

事項

学校教育法及び知的障害者福祉法の改正に

伴う規定の整備を図りました。

第４ 施行期日等

１．施行期日

平成１１年４月１日から施行します。（危険

物の規制に関する規則の一部を改正する省令

の一部改正については、公布の日から施行）

２．経過措置

 平成１１年４月１日において、現に法第１１

条第１項前段の規定による設置の許可を受

け、又は当該許可の申請がされている準特

定屋外タンク貯蔵所で、その構造及び設備

が令第１１条第１項第３号の３及び同項第４

号に定める技術上の基準（以下�新基準�
という。）に適合しないもの（以下�旧基
準の準特定屋外タンク貯蔵所�という。）
に係る技術上の基準については、次に掲げ

る区分に応じそれぞれに定める日（その日
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前に当該旧基準の準特定屋外タンク貯蔵所

の構造及び設備が新基準のすべてに適合す

ることとなった場合にあっては、当該適合

することとなった日）までの間は、同項第

３号の３及び第４号の規定にかかわらず、

なお従前の例によるものとしました（改正

令附則第２項）。

� その所有者等が、平成１３年３月３１日ま

での間に、市町村長等に旧基準の準特定

屋外タンク貯蔵所の構造及び実態につい

ての調査並びに当該構造及び設備を新基

準のすべてに適合させるための工事に関

する計画の届出をした旧基準の準特定屋

外タンク貯蔵所 平成３２年３月３１日

� 前号に掲げるもの以外の旧基準の準特

定屋外タンク貯蔵所 平成１３年３月３１日

なお、改正令附則第２項第１号の規定に

よる調査・工事計画届出にあっては、改正

省令附則別記様式によって行わなければな

らないものとしました（改正省令附則第２

項）。

! 平成１１年４月１日において、現に消防法

第１１条第１項の規定による許可を受け、又

は当該許可の申請がされている準特定屋外

タンク貯蔵所で、規則第２０条の３の２第２

項第１号、第２号ロ 及び第３号から第５
号まで並びに第２０条の５に定める技術上の

基準に適合しないものに係る技術上の基準

については、これらの規定にかかわらず、

なお、従前の例によるものとしました（改

正省令附則第３項）。

３．旧基準の準特定屋外タンク貯蔵所について

法第１１条第１項後段の規定による変更の許可

を受けようとする者が納付すべき手数料につ

いては、前記 �及び�の区分に応じそれぞ
れ定める日（その日前に当該旧基準の準特定

屋外タンク貯蔵所の構造及び設備が新基準に

適合することとなった場合にあっては、当該

適合することとなった日）までの間は、当該

旧基準の準特定屋外タンク貯蔵所を特定屋外

タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所以

外の屋外タンク貯蔵所とみなして、令第４０条

の表の（三）の項の規定を適用することとし

ました。ただし、当該基準の準特定屋外タン

ク貯蔵所の構造及び設備を新基準に適合させ

るため、当該変更の許可を受けようとする者

にあっては、この限りでないものとしました

（改正令附則第３項）。

はじめに

平成１０年度は、８月の豪雨、９月から１０月に

かけての台風等により、全国各地で甚大な被害

が発生しましたが、それぞれの被災地において

は、多数の消防団員が出動し、全力をあげて危

険箇所等の警戒巡視、要救助者の救助、行方不

明者の捜索、避難誘導、土のう積み等の活動に

あたられるなど、大規模又は広域に及ぶ災害時

における消防団の重要性、その意義が改めて確

認されたところです。

消防団は、�自らの地域は自ら守る�という
郷土愛護の精神に基づき、地域住民によって構

成される消防機関であり、その力の源泉は、い

うまでもなく消防団員一人一人の力ですが、こ

れを維持していくためには、消防団に対する基

本的な理解と参加意欲が地域住民の中に存在し

続けなければなりません。消防団の輝かしい歴

史と伝統は、地域住民の理解というバックボー

6地域特性に応じた消防団員の確保方策に関する報告書7
の概要について

消 防 課
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ンがあってこそ築き得たものであり、地域住民

の意識と乖離してしまえば消防団はその存立基

盤を失うことになります。

また、消防団は地域に密着した組織であるこ

とから、地域特性を色濃く反映するものである

と言われますが、消防団の充実強化という点に

着目すれば、地域特性とは地域住民の意識と言

いかえることもできるでしょう。

消防庁では、平成１０年度に�地域特性に応じ
た消防団員の確保方策に関する検討委員会�を
設置し、消防団員の確保について、必ずしも一

定ではない地域住民の意識というものを念頭に、

住民の消防団への理解とこれが発展して得られ

る参加意欲を維持していくために有効であると

考えられる具体的な方策について、各地域にお

ける様々な事例等をもとに検討を行ったところ

ですが、このたび、その報告書が取りまとめら

れましたのでその概要について以下に紹介しま

す。

１ 地域特性に応じた消防団の姿

昭和２３年に消防組織法が施行され、自治体

消防が発足し５０年余が経過しました。この間

の消防体制の変化の中で消防団の担う役割や

あり方も当然に変化してきています。消防団

は、ほとんど全ての市町村に設置されていま

すが、地域によりその役割、環境、課題等に

それぞれ特徴があり、消防団に期待される活

動内容についても一定の差異が生じてきてい

ると考えられます。また、同じ市町村の中に

おいても地域特性が存在しています。

消防団の確保方策については、こうした地

域特性の存在を認識するとともに地域の実情

に応じた検討を進めていく必要があると考え

られます。

・地域特性に応じた望ましい消防団の姿

消防団は、日常においては地域の安全と安

心に関するキーパーソンとしての役割が、災

害発生時においては、常備消防や行政機関と

連携し住民を交えた活動のリーダーとしての

役割が求められており、こうした期待に応え

るためには地域住民と消防団の姿のとの間に

共感と調和が保たれていなければなりません。

市町村という行政単位にとらわれず、地域

コミュニティの形成度合いと常備消防の展開

密度を指標として４つの地域を設定し、地域

の住民意識と共感と調和の保たれた望ましい

消防団の姿を仮想的に設定しました。

A：大都市又は中心市街地

B：中核的な都市又は中心市街地周辺

C：小規模な都市又は郊外地域

D：非常備町村又は人口密度の低い地域

２ 消防団のイメージ形成

地域特性に応じた望ましい消防団の姿へと

導くためには、消防団全体のイメージについ

て根本的な再点検を行うことが必要です。

地域住民が消防団のイメージを形成してい

くうえで特に関係が深いと考えられるものに

ついて、地域特性に応じた望ましい方向性等

について検討した結果は次のとおりです。

� 名称・組織等

�消防団�という法制上の正式名称とは
別に地域住民に親しみやすい名称を定め、

それに相応しい場所に限って使用すること

は消防団員の確保に一定の効果があるもの

と考えられ、組織については、災害活動時

以外においては、階級制度を基本としなが

らも団員一人一人の意向が取り入れられや

すい組織運営の工夫が考えられる。

また、消防団員の処遇については、消防

団活動は危険が伴いかつ困難な任務にあた

ることもあり、家庭や仕事を犠牲にするこ

とも多いため消防団員の労苦に充分報いる

よう、報酬、出動手当等の改善はもとより

消防団員に対する社会的評価向上への取り

組み、福利厚生の充実についても地域の実

情に応じて検討していく必要がある。

さらに、組織の活性化を図るため幹部団

員の任期制の導入を含めた組織のあり方及

び地域ぐるみで消防団を支援する仕組みに

ついても検討することも必要であると思わ
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れる。

� 施 設

消防団活動がより快適、機能的に行える

施設であることはもとより、地域の集会所

などと併設するなど地域住民とのコミュニ

ケーションが図れる施設として整備する工

夫が望まれるほか、近年の女性消防団員の

増加等消防団員の多様化に対応した施設の

整備をすすめる必要がある。また、市町村

の創意工夫により消防団に対して住民に親

しみやすさをもたせるような取り組みも有

効であると考えられる。

� 装 備

地域の災害特性に応じて必要な資機材も

当然異なっていると考えられることから、

常備消防との連携を考慮し、地域の実情に

応じて消防団に必要な資機材を整備してい

くことが必要である。

また、個人の安全装備品、災害現場等に

おける情報伝達に必要な無線機器等につい

ては今後さらに整備を進めていく必要があ

ると考えられる。

� 服 制

青年層・女性層の消防団への参加を促進

するためには、服制の占める要因は非常に

大きいと考えられる。

全国的な統一性が損なわれない範囲で地

域の特性や創意工夫を生かしていくことが

必要であると考えられる。

� 活動内容

消防団の活動のなかで、災害現場活動及

びそのために必要不可欠な実践的な教育訓

練については、住民の理解は進み、消防団

活動への参加意欲まで高まる可能性もある

が、団員に過度の負担となる行催事への参

加や形式的な訓練については、理解が得ら

れにくく、むしろ参加意欲を減退させる大

きな要因になっていると考えられる。

消防団活動を行うにあたっては、�消防
団は住民の生命と財産を守るための第一線

の消防機関である�という点をしっかり認
識したうえで、ボランティア的な側面にも

配意しつつ、消防団員にとって過度の負担

とならない範囲で地域特性に応じた活動を

行っていく必要があると考えられる。

� 女性参加

消防団活動が災害現場活動中心から住民

への防災指導や応急手当の普及等女性の活

躍する場面も増加していることから、地域

の実情に応じて積極的に採用の検討を進め

ていく必要があると考えられる。

� 広 報

地域の住民意識と共感と調和の保たれた

望ましい消防団の姿を具体的にしていくた

めには、先に検討した消防団のイメージを

形成している要因について問題があると考

えられる点を修正するとともに、消防団の

広報活動を積極的に実施していく必要があ

る。

消防団の広報活動の最終目的は、地域住

民に消防団の存在を認識してもらい、なお

かつその好意を獲得し、住民の消防団活動

に対する参加と協力を求めることにあると

考えられる。

３ 地域特性に応じた消防団員の確保方策～具

体的な取り組みに向けて～

地域特性に応じた消防団員の確保方策を進

めるためには、全国的な展開と各地域の特性

を反映した双方が必要です。

本委員会において検討した消防団のイメー

ジについて、それぞれの地域における取り組

みの方向性を以下のとおり要約整理するとと

もに、本報告書においても各地の具体的な事

例を紹介しています。

各地域において消防団員の確保方策に向け

た具体的な取り組みを進める際の参考となれ

ば幸いです。
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地域特性に応じた消防団員の確保への具体的な取り組みについて

地域

区分

大 都 市

中 心 市 街 地

中 核 的 な 都 市

中心市街地周辺

小 規 模 な 都 市

郊 外 地 域

非 常 備 町 村

人口密度の低い地域

名称組織等

・消防団員の意向が反映される組織運営の

工夫

・幹部団員の任期制の導入など団員の意欲

を増進させる取り組みの検討

（事例１、２）

・消防団を中核とした地域づくりの推進

・消防団員に対する社会的評価向上、福利

厚生の充実に向けた取り組みの推進

（事例３）

施 設

・消防団の活動拠点として相応しい施設の

整備

（事例２、４、５）

・地域のコミュニティの中核となるような

施設の整備

（事例６）

装 備

・大規模地震等想定

される災害に対応

した装備の整備

（事例７）

・常備消防と連携した災害対応活動ができ

るような装備の整備

（事例２、４、８、９）

・常備消防と同程度

の災害対応活動が

できるような装備

の整備

（事例１０）

服 制
・全国的な統一性が損なわれない範囲で地域の特性や創意工夫を生かした検討

（事例４、１１）

活 動 内 容

・大規模災害への対

応と、それに向け

た実践的な訓練の

実施とともに、団

員の拘束日数の軽

減、弾力化に向け

た検討

（事例７、１２）

・常備消防と調整を

図った災害対応活

動とそれに向けた

効率的な教育訓練

の実施とともに、

団員の拘束日数の

軽減、弾力化に向

けた検討

（事例４、５、１３）

・地域で想定される

災害に対して主体

的に取り組めるよ

うな対応と教育訓

練の実施とともに、

団員の拘束日数の

軽減、弾力化に向

けた検討

（事例６、１４）

・地域で想定される

全ての災害に対応

できる教育訓練の

実施とともに、地

域の協力体制の確

立

（事例１５）

女 性 参 加
・地域の実情に応じた積極的な採用の検討

（事例１、３、６、７、１６、１７、１８）

広 報

・消防団の存在、役

割を認識してもら

うための広報の実

施

（事例１１、１２、１９、２０）

・消防団に対する好感・共感を持ってもら

うための広報の実施

（事例１、４、６、１３、１４、２１、２２）

・消防団活動への参

加協力を求めるた

めの広報の実施

（事例１５、２３、２４）
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去る３月２６日�、全国から約３５０名の少年消
防クラブ員等がニッショーホールに集まり、�少
年消防クラブ フレンドシップ '９９�が開催さ
れました。

少年消防クラブは、おおむね１０歳から１５歳ま

での少年少女により編成されるもので、少年期

から防火・防災に関する知識を身に付け、地域

や家庭における防火・防災を図ることを目的と

しており、平成１０年５月１日現在、約６，２００の

クラブが結成され、約５１万人がこれに参加して

います。

全国少年消防クラブ運営指導協議会（会長

消防庁長官）では、昭和２９年から毎年、優良な

クラブと指導者に対してその功績を表彰してい

ますが、平成９年度までに６４２のクラブに対し

て表彰旗を、１，１１４のクラブに対して表彰楯を、

指導者６０５名に対して記念品を授与し表彰して

います。

今回の�少年消防クラブ フレンドシップ

'９９�は、第１部�表彰式�、第２部�アトラク
ション�、第３部�講演�という構成で実施し
ました。

第１部�表彰式�では、消防庁長官から、特
に優良な少年消防クラブ（表彰旗）１５団体、優

良な少年消防クラブ（表彰楯）３２団体、優良な

指導者１１名が表彰を受けた後、静岡県の沼田少

年消防クラブ 小松 誠さんが、�私たちを温
かく見守ってくれた地域の先輩、そして、指導

してくださった消防本部の皆さんのおかげでこ

の賞を受けることができました。これを契機と

して今後も全国の仲間とともに防火の輪を広げ

るよう一層努力することを誓います。�とお礼
の言葉を述べました。

第２部�アトラクション�では、昭和２４年の

発足以来、５０年の歴史を持つ東京消防庁音楽隊

が、子供向けの楽しい演奏を披露しました。

第３部�講演�は、テレビ、ラジオ等でおなじ
みのタレントであり、お父様が長年消防士とし

て勤められていたことから、ご自身も将来は消

防士になろうと思っておられたという関根 勤

さんから、ご自身の経験をもとにした、笑いあ

り、感動ありの大変有意義なお話をしていただ

き、子供たちも、関根さんの熱のこもったお話

に熱心に耳を傾けていました。

今回、この�少年消防クラブ フレンドシッ

プ '９９�に参加した、少年消防クラブの皆さん
は、�自分で守ろう みんなで守ろう�という
防災マインドを全国に持ち帰り、日頃の活動に

さらに励んで、一人でも多くの仲間を増やし、

家庭や学校あるいは皆さんの住んでいる地域で

防火・防災の輪を広げていくリーダーとして活

躍してもらいたいと思います。また、指導者の

方々は、少年消防クラブの活動に、より一層の

熱意を注がれ、今後ともよろしく御指導をお願

いします。

少年消防クラブ フレンドシップ '９９

6自分で守ろう みんなで守ろう7
防 災 課
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石油コンビナート等特別防災区域の現況（平

成１０年４月１日現在）を取りまとめたので、そ

の概要を紹介します。

特別防災区域の現況について

 特別防災区域の現況

ア 特別防災区域等

石油コンビナート等災害防止法では、

石油の貯蔵・取扱量又は高圧ガスの処理

量が大量である一定の地域であって、当

該区域に所在する特定の事業所について、

災害の発生及び拡大の防止のための特別

の措置を講じさせることが必要であると

認められる区域を石油コンビナート等特

別防災区域（以下�特別防災区域�とい
う。）として指定しており、平成１０年４

月１日現在で８６地区が指定されています。

また、これらの特別防災区域が所在す

る市町村は１１４、所轄する消防機関は１００

となっています。

イ 特定事業所

特別防災区域に所在する事業所は、石

油の貯蔵・取扱量等により第１種事業所

又は第２種事業所（以下�特定事業所�
という。）として区分され、それぞれ特

別の規制がなされています。中でも、石

油と高圧ガスを共に取り扱う第１種事業

所については、災害防止の徹底を図る観

点から事業所内の施設地区の面積、配置

及び他の事業所等との関係についても規

制（レイアウト規制という。）されてい

ます。

これらの特定事業所の状況は、表１の

とおりとなっています。

ウ 石油の貯蔵・取扱量等

特定事業所における石油の貯蔵・取扱

量は、２０，６１１万�となっています。
また、特定事業所における屋外貯蔵タ

ンクの設置状況は、表２のとおりとなっ

ています。

エ 高圧ガスの処理量

特定事業所における高圧ガスの処理量

は、１，１８８，７２５万Nm３となっています。

また、特定事業所における高圧ガスタ

ンクの設置状況を、高圧ガスの種類毎に

みると、その内訳は表３のとおりとなっ

ています。

! 防災体制の現況

ア 自衛防災組織等

特定事業所を設置する特定事業者は、

災害の発生及び拡大を防止するため自衛

防災組織を設置することとされています。

また、同一の区域に所在する特定事業

所相互が、一体となった防災体制の確立

が図れるよう、共同防災組織及び石油コ

ンビナート等特別防災区域協議会を設置

できることとされており、これらの組織

等の設置状況は、表４のとおりとなって

います。

イ 石油コンビナート等防災本部

表１ 特定事業所の状況

石油コンビナート等特別防災区域の現況について

特殊災害室

特 定 事 業 所 の 種 別 特定事業所数

第１種事業所
（レイアウト対象事業所の内数）

４８０
（２３１）

第２種事業所 ３８５

合 計 ８６５
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特別防災区域の所在都道府県において

は、石油コンビナート等防災計画の作成

及びその実施に関する連絡調整等、特別

防災区域に係る防災に関する重要な事項

を推進するため、知事を本部長とする石

油コンビナート等防災本部を置くことと

されており、関係都道府県の全てに設置

されています。

また、１の特別防災区域が２以上の都

府県にわたって所在している場合には、

これらの都府県は防災本部の協議会を設

置することとされており、広島県と岡山

県（福山・笠岡地区）及び山口県と広島

県（岩国・大竹地区）に設置されています。

ウ 防災資機材等

自衛防災組織等には、その業務を行う

上で必要な化学消防自動車、泡消火薬剤

等の防災資機材等を備え付けるとともに、

これらを操作する防災要員を置くことと

されています。

表２ 特定事業所における屋外貯蔵タンクの基数

表３ 特定事業所における高圧ガスタンクの基数

表４ 自衛防災組織等の設置状況

タンク型式
容量別等

外部浮きぶた 内部浮きぶた そ の 他 計

容
量
別
（
�
）

１，０００未満 ６６ ２１０ １４，６７１ １４，９４７

１，０００～１万 ８９２ ５１１ ３，８４５ ５，２４８

１万～５万 ７３２ ７１ ９１８ １，７２１

５万～１０万 ４８９ ０ ３１ ５２０

１０万以上 ４７５ ０ ８ ４８３

直
径
別
（
m
）

２４未満 ６８２ ６３３ １７，６２７ １８，９４２

２４～３４ ４１７ １１２ １，１２７ １，６５６

３４～５０ ４４３ ４６ ６２２ １，１１１

５０～６０ １７７ １ ８１ ２５９

６０ 以上 ９３５ ０ ８ ９４３

岩盤タンク － － ８ ８

合 計 ２，６５４ ７９２ １９，４７３ ２２，９１９

タンク容量（t）

高圧ガスの種別

１００
未 満

１００～５００
未 満

５００～１０００
未 満

１０００～５０００
未 満

５０００
以 上

計

液化アンモニア ２７９ ２７ ２０ １９ １１ ３５６

液化塩素 １１８ ４５ ０ ０ ０ １６３

その他の毒性ガス １２２ ３９ ３ ６ ０ １７０

液化石油ガス ３８２ ２４１ ３３９ ２９１ １４８ １，４０１

液化天然ガス １ ０ ０ １ ２６ ２８

その他の可燃性ガス ３２４ １１３ １１０ １６７ １１ ７２５

合 計 １，２２６ ４６５ ４７２ ４８４ １９６ ２，８４３

組 織 の 種 別 組織の数

自衛防災組織 ８６５

共同防災組織 １００

石油コンビナート等特別防災区域協議会 ６３
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また、特別防災区域が所在する市町村

においては、特別防災区域における災害

の発生に備える必要があることから、当

該市町村に配置する化学消防車の台数、

泡消火薬剤の量等に係る消防力の基準が

定められていますが、そのうち、大型化

学消防車、大型高所放水車及び泡原液搬

送車のいわゆる三点セットの整備につい

ては、当室所管の補助金により経費の一

部の補助がなされています。

さらに、特別防災区域所在都道府県に

おいては、関係市町村の消防力を補完し、

特別防災区域の防災体制を充実強化する

ため、泡消火薬剤、オイルフェンスの整

備に努めています。

これらの防災体制における防災資機材

等の整備状況は、表５のとおりとなって

います。

１ はじめに

 総出火件数は６，９０２件の減少

平成１０年における総出火件数は５４，９８７件

（うち爆発のみの火災件数は１９３件）であり、

前年同期と比べると、６，９０２件減少してい

ます。

火災種別ごとにみると、建物火災は１，７１５

件、林野火災は１，８５０件、航空機火災は３

件、その他火災は３，４５５件それぞれ減少し、

一方、車両火災は１１１件、船舶火災は１０件

それぞれ増加しています。

! 火災による死者は１８人、負傷者は３６２人

の減少

火災による死者は２，０７７人であり、前年

表５ 防災資機材等の整備状況

�市町村（消防機関）�欄の数値は、都道府県からの借用分を含む。

区 分 都 道 府 県 市町村（消防機関） 特 定 事 業 所

人 員（人） －
消防吏員

５２，２７６
防災要員（直）

６，３８５

大 型 化 学 消 防 車（台） ０ １０２ １９２

大 型 高 所 放 水 車（台） ０ ８５ １５４

泡 原 液 搬 送 車（台） ３ ９７ １６２

そ の 他 の 消 防 車（台） ２ ２，４６６ ３９９

オ イ ル フ ェ ン ス（ｍ） ４９，４６０ １７，９７６ ５８１，７１１

オイルフェンス展張船（隻） ０ ０ ２９３

油 回 収 船（隻） ０ ０ ４４

油 回 収 装 置（基） ０ ０ ２３

消 防 艇（隻） ０ ３４ －

泡 消 火 薬 剤（�） １，６１６ ３，６７３ １１，１９４

平成１０年（１月～１２月）における火災の概要（概数）について

防災情報室

－２１－



同期と比べると、１８人減少しています。

火災種別ごとにみると、建物火災は１，３７４

人、林野火災は１４人、車両火災は２７９人、そ

の他火災は４１０人の死者が発生しています。

火災による負傷者は７，２５６人であり、前

年同期と比べると、３６２人減少しています。

火災種別ごとにみると、建物火災は６，３２３

人、林野火災は８３人、車両火災は２９０人、

船舶火災は３６人、その他火災は５２４人の負

傷者が発生しています。

" 火災による死者（爆発を除く）の３８．７％

は乳幼児及び高齢者

爆発を除いた火災による死者２，０６８人に

ついて年齢層別にみると、乳幼児及び高齢

者は８０１人（３８．７％）、また、建物火災の死

者１，３７０人においては、６４６人（４７．２％）を

しめています。

# 建物火災の死者のうち、住宅での死者は

８６．５％

建物火災における死者１，３７４人のうち、

住宅（戸建住宅、共同住宅、併用住宅）に

おける死者は１，１８９人（８６．５％）となって

います。

$ 出火原因の第１位は�放火�、続いて�た
ばこ�、�こんろ�
全火災５４，９８７件を出火原因別にみると、

�放火�７，２６６件（１３．２％）、�たばこ�５，７３５
件（１０．４％）、�こんろ�５，５３１件（１０．１％）、
�放火の疑い�５，２４７件（９．５％）、�たき
火�２，８６４件（５．２％）の順になっています。
爆発を除いた火災について、火災種別ご

とにみると、建物火災３２，６７０件にあっては、

�こんろ�５，４４９件（１６．７％）、�たばこ�
３，６６７件（１１．２％）、�放 火�３，５７５件
（１０．９％）、�放 火 の 疑 い�２，４９７件
（７．６％）�ストーブ�１，８４８件（５．７％）の
順になっています。

林野火災１，９１６件では、�たき火�５３６件
（２８．０％）、�たばこ�２９４件（１５．３％）、�火
入れ�１９３件（１０．１％）、�放火の疑い�１５４

件（８．０％）、�火あそび�１１４件（５．９％）
の順になっています。

車両火災７，５３５件では、�放火�１，１１６件
（１４．８％）、�放火の疑い�８３４件（１１．１％）、
�排気管�７２１件（９．６％）、�内燃機関�３６４
件（４．８％）、�衝突の火花�３３６件（４．５％）
の順になっています。

その他火災１２，５３８件では、�放火�２，５０７
件（２０．０％）、�放 火 の 疑 い�１，７５４件
（１４．０％）、�たき火�１，６９３件（１３．５％）、
�た ば こ�１，４８７件（１１．９％）、�火 あ そ
び�９１３件（７．３％）の順になっています。

２ 全国の概況

 出火件数

平成１０年中における総出火件数は５４，９８７

件で、これは、１日当たり約１５１件、約１０

分に１件の火災が発生したことになります。

これを火災種別ごとにみますと、以下の

とおりです。

総出火件数 ５４，９８７件

建物火災 ３２，８０４件 （５９．７％）

林野火災 １，９１６件 （３．５％）

車両火災 ７，５４５件 （１３．７％）

船舶火災 １３４件 （０．２％）

航空機火災 ２件 （０．０％）

その他火災 １２，５８６件 （２２．９％）

また、それぞれを前年と比べますと、以

下のとおりとなります。

総出火件数 ６，９０２件（－１１．２％）減少

建物火災 １，７１５件（－５．０％）減少

林野火災 １，８５０件（－４９．１％）減少

車両火災 １１１件（ １．５％） 増加

船舶火災 １０件（ ８．１％） 増加

航空機火災 ３件（－６０．０％）減少

その他火災 ３，４５５件（－２１．５％）減少

! 死傷者数

平成１０年中における死者数は２，０７７人、

負傷者は７，２５６人で、これは、１日当たり

死者が５．７人、負傷者が１９．９人それぞれ発

生したことになります。また、死者は、火
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災２６．５件に１人、負傷者は７．６件に１人発

生したことになります。

死者数、負傷者数についてそれぞれ前年

と比べますと、以下のとおりです。

死 者 １８人 （－０．９％）減少

負傷者 ３６２人 （－４．８％）減少

" 火災による損害

続いて火災による損害については、以下

のとおりです。

焼損棟数 ４２，６８６棟 （ １１７棟／１日 １．３棟／件）

り災世帯数 ２９，６１４世帯 （ ８１世帯／１日 ０．９世帯／件）

建物焼損床面積 １，５３９，７４３� （ ４，２１８�／１日 ４６．９�／件）

建物焼損表面積 １５４，６８９� （ ４２４�／１日 ４．７�／件）

林野焼損面積 ７８，４９３ａ （ ２１５ａ／１日 ４１．０ａ／件）

損害額 １，５６４億５，７８２万円 （４億２，８６５万円／１日 ２８５万円／件）

これらを前年と比べますと、それぞれ以

下のとおりとなります。

焼損棟数 ８，７９０件 （－１７．１％）減少

り災世帯数 ２，３４２世帯（－７．３％）減少

建物焼損床面積 ２７２，９２５� （－１５．１％）減少
建物焼損表面積 １０，９７５� （ －６．６％）減少
林野焼損面積 ２３３，８８０ａ （－７４．９％）減少

損害額 ２０３億９，７５８万円 （－１１．５％）減少

（注）前年比較における前年数値は、その後

の調査により変更があり、昨年同期の発

表数値と違うものがあります。

３ 建物用途別にみた火災発生状況

建物火災３２，８０４件を建物用途別にみますと、

以下のとおりです。

住 宅 １２，５５７件 （３８．３％）

共同住宅 ４，９８３件 （１５．２％）

工 場 ２，３６０件 （７．２％）

複合用途（特定） ２，１７９件 （６．６％）

併用住宅 １，５２０件 （４．６％）

倉 庫 １，１２６件 （３．４％）

複合用途（非特定） １，０５０件 （３．２％）

事務所 ７６１件 （２．３％）

飲食店 ６２０件 （１．９％）

物品販売店舗 ５６８件 （１．７％）

その他の用途の建物火災 ５，０８０件 （１５．５％）

その他の用途には、学校、旅館、神社・寺

院、駐車場、遊技場、病院、社会福祉施設、

公会堂、停車場、料理店、キャバレー、劇場、

公衆浴場、幼稚園、文化財、図書館、航空機

格納庫、特殊浴場、スタジオ、地下街等があ

ります。

４ 出火原因別にみた火災発生状況

 全火災５４，９８７件を出火原因別にみますと、

以下のとおりです。

放 火 ７，２６６件（１３．２％）

たばこ ５，７３５件（１０．４％）

こんろ ５，５３１件（１０．１％）

放火の疑い ５，２４７件（９．５％）

たき火 ２，８６４件（５．２％）

火あそび ２，１５２件（３．９％）

ストーブ １，８９７件（３．４％）

電灯・電話等の配線 １，３６９件（２．５％）

配線器具 ９９６件（１．８％）

マッチ・ライター ９８９件（１．８％）

電気機器 ９１５件（１．７％）

排気管 ８０１件（１．５％）

火入れ ７６９件（１．４％）

焼却炉 ６９２件（１．３％）

溶接機・切断機 ６７５件（１．２％）

その他 １０，３１０件（１８．７％）

不明・調査中 ６，７７９件（１２．３％）

! 爆発を除く建物火災３２，６７０件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

こんろ ５，４４９件（１６．７％）

たばこ ３，６６７件（１１．２％）

放 火 ３，５７５件（１０．９％）

放火の疑い ２，４９７件（７．６％）

ストーブ １，８４８件（５．７％）

火あそび １，０７０件（３．３％）

電灯・電話等の配線 １，０４４件（３．２％）

配線器具 ８０７件（２．５％）

電気機器 ６４４件（２．０％）

たき火 ５４４件（１．７％）

風呂かまど ５４１件（１．７％）

灯 火 ５４０件（１．７％）
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マッチ・ライター ４８８件（１．５％）

溶接機・切断機 ４２４件（１．３％）

煙突・煙道 ３２６件（１．０％）

その他 ５，００６件（１５．３％）

不明・調査中 ４，２００件（１２．９％）

" 爆発を除く林野火災１，９１６件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

たき火 ５３６件 （２８．０％）

たばこ ２９４件 （１５．３％）

火入れ １９３件 （１０．１％）

放火の疑い １５４件 （８．０％）

火あそび １１４件 （５．９％）

放 火 ６０件 （３．１％）

マッチ・ライター ３４件 （１．８％）

焼却炉 ２３件 （１．２％）

取 灰 １０件 （０．５％）

内燃機関 ３件 （０．２％）

煙突・煙道 ２件 （０．１％）

電灯・電話等の配線 ２件 （０．１％）

排気管 １件 （０．１％）

こんろ １件 （０．１％）

かまど １件 （０．１％）

その他 １６７件 （８．７％）

不明・調査中 ３２１件 （１６．８％）

# 爆発を除く車両火災７，５３５件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

放 火 １，１１６件 （１４．８％）

放火の疑い ８３４件 （１１．１％）

排気管 ７２１件 （９．６％）

内燃機関 ３６４件 （４．８％）

衝突の火花 ３３６件 （４．５％）

たばこ ２７７件 （３．７％）

マッチ・ライター ２５１件 （３．３％）

電気機器 ２０３件 （２．７％）

電気装置 ２０１件 （２．７％）

配線器具 １０３件 （１．４％）

たき火 ８０件 （１．１％）

電灯・電話等の配線 ６３件 （０．８％）

火あそび ５３件 （０．７％）

溶接機・切断機 ３５件 （０．５％）

焼却炉 ３１件 （０．４％）

その他 １，７５７件 （２３．３％）

不明・調査中 １，１１０件 （１４．７％）

$ 爆発を除く船舶火災１３３件を出火原因別

にみますと、以下のとおりです。

電灯・電話等の配線 １３件 （９．８％）

溶接機・切断機 １２件 （９．０％）

たばこ ７件 （５．３％）

排気管 ７件 （５．３％）

放火の疑い ６件 （４．５％）

電気機器 ５件 （３．８％）

放 火 ５件 （３．８％）

配線器具 ５件 （３．８％）

マッチ・ライター ３件 （２．３％）

たき火 ３件 （２．３％）

電気装置 ３件 （２．３％）

こんろ ３件 （２．３％）

ストーブ ３件 （２．３％）

焼却炉 ２件 （１．５％）

その他 ２８件 （２１．１％）

不明・調査中 ２８件 （２１．１％）

% 爆発を除く航空機火災２件の出火原因に

ついては、現在調査中です。

& 爆発を除くその他火災１２，５３８件を出火原

因別にみますと、以下のとおりです。

放 火 ２，５０７件 （２０．０％）

放火の疑い １，７５４件 （１４．０％）

たき火 １，６９３件 （１３．５％）

たばこ １，４８７件 （１１．９％）

火あそび ９１３件 （７．３％）

火入れ ４８５件 （３．９％）

焼却炉 ３３４件 （２．７％）

電灯・電話等の配線 ２４７件 （２．０％）

マッチ・ライター １９５件 （１．６％）

溶接機・切断機 １９２件 （１．５％）

配線器具 ７８件 （０．６％）

取 灰 ６２件 （０．５％）

電気装置 ６０件 （０．５％）

電気機器 ５３件 （０．４％）

こんろ ３０件 （０．２％）
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その他 １，３４８件 （１０．８％）

不明・調査中 １，１００件 （８．８％）

' 爆発のみの火災１９３件を出火原因別にみ

ますと、以下のとおりです。

こんろ ２１件 （１０．９％）

マッチ・ライター １８件 （９．３％）

溶接機・切断機 １１件 （５．７％）

電気機器 １０件 （５．２％）

風呂かまど ９件 （４．７％）

たき火 ８件 （４．１％）

ストーブ ７件 （３．６％）

配線器具 ３件 （１．６％）

たばこ ３件 （１．６％）

炉 ３件 （１．６％）

電気装置 ３件 （１．６％）

放 火 ３件 （１．６％）

焼却炉 ２件 （１．０％）

放火の疑い ２件 （１．０％）

その他 ７２件 （３７．３％）

不明・調査中 １８件 （９．３％）

５ 死傷者の発生状況

 火災種別死者発生状況

全死者２，０７７人について火災種別ごとに

みますと、以下のとおりです。

建物火災 １，３７４人 （６６．２％）

林野火災 １４人 （０．７％）

車両火災 ２７９人 （１３．４％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 ４１０人 （１９．７％）

! 建物用途別死者発生状況

建物火災における死者１，３７４人を建物用

途別にみますと、以下のとおりです。

住 宅 ８９０人 （６４．８％）

共同住宅 ２２０人 （１６．０％）

併用住宅 ７９人 （５．７％）

複合用途（特定） ４２人 （３．１％）

複合用途（非特定） ２３人 （１．７％）

工 場 １９人 （１．４％）

倉 庫 ９人 （０．７％）

飲食店 ６人 （０．４％）

病 院 ５人 （０．４％）

社会福祉施設 ３人 （０．２％）

その他の用途の建物火災 ７８人 （５．７％）

その他の用途には、事務所、神社・寺院、

物品販売店舗、旅館、駐車場、公衆浴場、

停車場、遊技場、学校等があります。

" 火災種別負傷者発生状況

全負傷者７，２５６人について火災種別ごと

にみますと、以下のとおりです。

建物火災 ６，３２３人 （８７．１％）

林野火災 ８３人 （１．１％）

車両火災 ２９０人 （４．０％）

船舶火災 ３６人 （０．５％）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 ５２４人 （７．２％）

# 建物用途別負傷者発生状況

建物火災における負傷者６，３２３人を建物

用途別にみますと、以下のとおりです。

住 宅 ３，０３１人 （４７．９％）

共同住宅 １，０９１人 （１７．３％）

複合用途（特定） ４３６人 （６．９％）

併用住宅 ３８６人 （６．１％）

工 場 ３７５人 （５．９％）

複合用途（非特定） ２３５人 （３．７％）

飲食店 ９４人 （１．５％）

倉 庫 ７６人 （１．２％）

事務所 ６２人 （１．０％）

物品販売店舗 ５５人 （０．９％）

その他の用途の建物火災 ４８２人 （７．６％）

その他の用途には、病院、学校、旅館、

遊技場、社会福祉施設、神社・寺院、駐車

場、公衆浴場、キャバレー、料理店、劇場、

特殊浴場、スタジオ、公会堂、文化財等が

あります。

$ 死者の発生した経過別死者発生状況

全死者２，０７７人について，死者の発生し

た経過別にみますと、以下のとおりです。

放火自殺 ８５９人 （４１．４％）

逃げおくれ ７５７人 （３６．４％）

着衣着火 １３９人 （６．７％）

出火後再進入 ２２人 （１．１％）
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その他 ３００人 （１４．４％）

% 年齢層別死者発生状況

爆発を除く死者２，０６８人について，年齢

層別にみますと、以下のとおりです。

６～６４歳以下 １，２５８人 （６０．８％）

６５歳以上 ７２６人 （３５．１％）

５歳以下 ７５人 （３．６％）

年齢不明 ９人 （０．４％）

& 複合条件による死者発生数

� 年齢層並びに火災種別ごとにみると、

以下のとおりです。

�� ５歳以下（爆発を除く）

建物火災 ６９人 （９２．０％）

林野火災 ０人 （ － ）

車両火災 ４人 （５．３％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 ２人 （２．７％）

�� ６～６４歳以下（爆発を除く）

建物火災 ７２０人 （５７．２％）

林野火災 ２人 （０．２％）

車両火災 ２５２人 （２０．０％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 ２８４人 （２２．６％）

�	 ６５歳以上（爆発を除く）

建物火災 ５７７人 （７９．５％）

林野火災 １２人 （１．７％）

車両火災 ２１人 （２．９％）

船舶火災 ０人 （ － ）

航空機火災 ０人 （ － ）

その他火災 １１６人 （１６．０％）

� 年齢層並びに建物用途別にみると、以

下のとおりです。

�� ５歳以下（爆発を除く）

住 宅 ４２人 （６０．９％）

共同住宅 １６人 （２３．２％）

複合用途（非特定） ７人 （１０．１％）

併用住宅 ３人 （４．３％）

複合用途（特定） １人 （１．４％）

�� ６～６４歳以下（爆発を除く）

住 宅 ４１８人 （５８．１％）

共同住宅 １４３人 （１９．９％）

併用住宅 ５４人 （７．５％）

複合用途（特定） ２２人 （３．１％）

工 場 １６人 （２．２％）

倉 庫 ８人 （１．１％）

飲食店 ５人 （０．７％）

複合用途（非特定） ５人 （０．７％）

その他 ４９人 （６．８％）

�	 ６５歳以上（爆発を除く）

住 宅 ４２８人 （７４．２％）

共同住宅 ６０人 （１０．４％）

併用住宅 ２２人 （３．８％）

複合用途（特定） １９人 （３．３％）

複合用途（非特定）１１人 （１．９％）

病 院 ３人 （０．５％）

工 場 ２人 （０．３％）

神社・寺院 ２人 （０．３％）

物品販売店舗 ２人 （０．３％）

その他 ２８人 （４．９％）

� 年齢層並びに死者の発生した経過別に

みると、以下のとおりです。

�� ５歳以下（爆発を除く）

逃げおくれ ５７人 （７６．０％）

放火自殺 ７人 （９．３％）

着衣着火 １人 （１．３％）

出火後再進入 ０人 （ － ）

その他 １０人 （１３．３％）

�� ６～６４歳以下（爆発を除く）

放火自殺 ７０５人 （５６．０％）

逃げおくれ ３２１人 （２５．５％）

着衣着火 ３７人 （２．９％）

出火後再進入 ９人 （０．７％）

その他 １８６人 （１４．８％）

�	 ６５歳以上（爆発を除く）

逃げおくれ ３６８人 （５０．７％）

放火自殺 １４１人 （１９．４％）

着衣着火 １０１人 （１３．９％）

出火後再進入 １３人 （１．８％）

その他 １０３人 （１４．２％）

－２６－



北茨城市は茨城県の最北部に位置し、首都東

京から１８０�の地点で、東西２４�、南北２２�、
総面積１８６．４９で人口５万３千人の小都市であ
ります。

市域の西北部は阿武隈山脈が連なり、支脈を

水源とする大北川などの河川が太平洋に注ぎ各

河川の流域には豊かで肥沃な平坦地がひらけて

おります。

主要な交通機関として JR常磐線と国道６号

線及び常磐自動車道が各々南北に走り、山、海、

川ありの豊かで美しい自然環境に恵まれ、一年

を通して太平洋の黒潮の影響を受け気候も温暖

で過ごしやすい土地柄であります。

当地方は、寛永４年に露頭炭の採掘に着手し、

これが常磐炭田開発の始まりとなり、戦前戦後

をとおして基幹産業として発展に一大変革をも

たらしました。

一大変革をもたらした石炭産業も昭和４０年代

のエネルギー革命により大手炭鉱が相次いで閉

山に追い込まれ６万人の人口が４万３千人に減

少してしまいました。

このため市民の働く場所を確保のため、工業

団地の造成に着手し企業の誘致が行われ、これ

らが実を結び一時流出した人口がUターン現

象により現在５万３千人までに回復いたしまし

た。

市内の２ヶ所の漁港も漁港整備事業により安

全な港に生れ変わり、常磐沖の漁場の水揚寄港

地として漁獲高も伸び、冬期に水揚げされる常
あんこう

磐沖の鮟鱇はグルメブームにのりあんこう鍋と

して全国的に有名であります。

岡倉天心と茨城大学五浦美術文化研究所

日本を代表する思想家、岡倉天心は、１８９８年

に当地の五浦に居を構え弟子たちとともに日本

美術院を創設いたしました。

現在の研究所の敷地内には、長屋門、邸宅が

残り、前庭先の太平洋を望む断崖の上には六角

堂が往時の面影をとどめております。付近には、

研究所跡、天心の墓所、横山大観の別荘もあり、

風景を楽しみながら美術文化の偉業を偲ぶ人々

も多数おとづれております。

また、茨城県天心記念五浦美術館は天心の業

績を顕彰し平成９年１１月に開館し、五浦の作家

に連なる優れた作品や数々の試料を展示したり

近代日本美術院の創設期から現代までの流れを

紹介しております。

この地は新しい日本画の創造に励んだ美術史

上極めて重要な所であり、五浦に打ち寄せる潮

音（渚・音１００選）と美しい松林の優れた景勝

地であります。

野口雨情生家と記念館

雨情は明治１５年に当地で生まれ、明治３７年頃

から作詞活動に入り我国最初の創作民謡集�枯
草�を出版いたしました。
当時、北原白秋、西条八十とならんで三大童

謡詩人といわれ昭和２０年６３歳で亡くなるまで全

国各地や中国、蒙古等を旅し�七つの子��あ
の町この町��船頭小唄��波浮の港�など数多
くの童謡や民謡を作り現在も多くの人々に親し

まれ歌われています。

雨情の生家は、地方きっての名家で父は村長

の要職を歴任し信望も厚い人物でありました。

水戸徳川家は、当家を観海亭と命名し、歴代

の藩主もこの家に泊まったといわれております。

生家は、昭和４２年に市指定文化財となり、生家

の東海岸には、雨情記念館が設立され、資料の

保存展示公開を行っています。

北から南から ◆各地の消防だより

美術と童謡のふるさと北茨城

北茨城市消防本部 消防長 新保 榮
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さて、本市の消防行政は、昭和４３年に政令指

定を受け、１本部１署２５名の体制で発足し、さ

らに消防体制の充実を図るため昭和４８年に１分

署を増設しました。

現在の組織として、本部（２課）・署（１署

・１分署）体制に、職員９１名を配置し、消防装

備も年々整備され消防ポンプ車、化学車、梯子

車、救工車、救急車など計１９台となっています。

消防団については、１団本部、１９分団、４１部

合わせて５４５名の団員と、装備としてポンプ車

１１台、小型動力ポンプ付積載車２８台の体制で地

域の防災活動の中核として、重要な役割を果た

しています。

その他の防災団体として婦人防火クラブ、幼

年消防クラブ、少年消防クラブ、自主防災組織、

危険物安全協会、防火管理協議会、山林防火普

及協会など様々な団体が組織され市内の防火活

動に活躍しています。

北茨城市では、新鮮でたくましい希望に満ち

たまちづくりのため火災のない災害に強い町づ

くりの実現に向けて、消防職・団員一丸となっ

て市民と密着した消防行政を進めております。

平成９年中の�火遊び�による火災は２，７２７
件と前年に比べ２５件（０．９％）増加しましたが、

これを発火源別でみると、ライターによるもの

が最も多く１，４４７件、次いでマッチによるもの

が４３２件となっています。

また、�火遊び�が原因の火災によって、３８
人の死者が発生しておりますが、そのうち０歳

から１０歳までが８６．８％を占めており、これらの

年齢層における出火原因別死者数の第１位とな

っています。

子供の火遊びによる火災は、大人がいない時

や人目につきにくい場所で発生することが多く、

このために火災の発見が遅れたり、初期消火が

困難になるなどして火災が大きくなることがあ

ります。

もし火災が発生したら、真っ先に危険にさら

されるのは幼い子供たちであることから、子供

の火遊びで�まさか�ということにならないた
めにも、親や周囲の大人が次のような点に注意

を払うとともに、日頃から子供たちに火の恐ろ

しさと火災予防の大切さを教え、理解させてお

きましょう。

1 マッチやライターなどは、子供の手の届く

ところに置かない0
子供の火遊びを防ぐ最良の方法は、簡単な

操作で着火するマッチやライターなどを子供

の手の届かない場所へ置くことです。

2 子供だけでは火を取り扱わせない0
子供は、たとえ火の取扱いができても火の

持つ危険性を十分に理解することはできず、

火の適切な取扱いは期待できません。花火や

たき火をする時には、必ず大人が立ち会いま

しょう。

図 .火遊び/による年齢別死者数の割合
（平成９年中／放火自殺者等を除く）

その他
５人
１３．２％

０～１０人
３３人
８６．８％

☆.火遊び/による火災の防止

（予 防 課）
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3 子供だけを残して外出することを避ける0
子供（特に幼児）だけを残して外出するこ

とは避けなければなりません。止むを得ず子

供だけを残して外出する時には、ガスこんろ、

ガスストーブ等の元栓を閉めるなど火気使用

器具を容易に火が付かないようにするのは勿

論のこと外出時間もできるだけ短くしましょ

う。

4 子供が火遊びをしているのを見かけたら、

注意してやめさせる0
子供は、火遊びにスリルと興奮を覚えるも

ので、エスカレートしていくとその頻度も増

え、行動も危険なものとなります。このよう

な危険性を早期に防ぐためにも、子供の火遊

びを見つけたら、必ず厳しく注意しやめさせ

ましょう。

5 子供に火の恐ろしさ、正しい火の取扱いに

ついて教える0
子供が火に対して興味を示すのは自然なこ

とです。火に関心を持つようになったら、火

の恐ろしさを十分理解させるとともに、その

正しい取扱い方法について教えていきましょう。

１ 目的

石油類をはじめとする危険物は、自動車・

ストーブ・ボイラーなどの燃料や、プラスチ

ック・塗料などの化学工業製品の原料などと

して幅広く使用されており、現代の私たちの

生活を支えてくれる非常に便利なものとなっ

ています。

しかし、これらの危険物は、取扱いを誤る

と火災・爆発を起こす可能性が高く、多くの

生命や財産を一瞬にして奪ってしまう危険な

ものでもあります。したがって、危険物を取

り扱う際には細心の注意をもって臨み、その

安全確保に努めなければなりません。

危険物に係る事故の多くは、管理不十分や

誤操作などの人的要因が原因で発生している

ものとなっており、こうした事故の発生を未

然に防止するためには、危険物の取扱いに従

事する方々の保安に対する意識の高揚や、各

事業所における保安管理の徹底などの、自主

保安体制の確立が不可欠なものとなっており

ます。

このため、消防庁では、毎年６月の第２週

を�危険物安全週間�とし、危険物関係事業
所に対して保安の確保を呼びかけるとともに、

広く一般国民の方々に対しても、危険物に対

する理解を深めていただくよう努めています。

２ 期 間

平成１１年６月６日�から６月１２日�
３ 実施団体

消防庁、地方公共団体、全国消防長会、全

国危険物安全協会、危険物関係諸団体

４ 危険物安全週間の実施方針

危険物安全週間中は、消防庁、地方公共団

体、全国消防長会、全国危険物安全協会、そ

の他関係団体の緊密な協力のもとに、地域の

実情に応じ、以下のような行事を実施します。

・講演会、研修会等の開催

・新聞、テレビ、ラジオ、雑誌、広報誌等を

通じた危険物の保安の重要性に関する広報

・啓発活動による広報

・危険物についてのポスターやパンフレット

等の作成、配布

・全国の消防機関による危険物関係事業所等

に対する査察の実施

・危険物関係事業所等の自衛消防組織等によ

る消防訓練の実施

・危険物保安功労者の表彰

・優良危険物関係事業所の表彰

・危険物の安全に関する標語等の募集

この�危険物安全週間�をとおして、危険

☆危険物施設の安全の確保

（危険物規制課）
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物の取扱いに従事する方々をはじめ、多くの

方々が危険物に対する理解を深めることによ

り、事故のない、安全で豊かな社会を築いて

いきましょう。

石油コンビナート等災害防止法は、三菱石油

水島製油所の重油流出事故等、石油コンビナー

ト地帯で災害が頻発したことを契機として、昭

和５１年６月に施行され、今年で２２年が経過しま

した。

この法律は、大量の石油（総貯蔵・取扱量１０

万キロリットル以上）又は高圧ガス（総処理量

２千万立方メートル以上）の集積している地域

を石油コンビナート等特別防災区域に指定し、

この区域に係る災害の発生及び拡大の防止等の

ための総合的な施策の推進を図ることを目的と

して制定されました。

制定からこれまでの間の石油コンビナート等

特別防災区域における災害の発生状況をみます

と、昭和５１年の１５７件をピークに減少傾向にあ

りましたが、平成６年を境にここ数年は増加の

傾向がみられます。

現在、石油コンビナート等特別防災区域とし

て、３４都道府県８６地区を指定しておりますが、

これらの区域で一旦災害が発生すると、極めて

大規模な災害に拡大するおそれがあります。従

って、特定事業者の皆様には、常に災害の発生

防止のために必要な措置を講じ、また、万一災

害が発生した場合においてもその拡大を防止す

るために万全の措置を講ずる責務があります。

各特定事業者の皆様は、自らの防災体制が十

分なものであるか、防災要員に対する教育訓練

の状況をも含め、今一度点検を行いましょう。

１ 特定防災施設等の点検実施及び適正な維持

管理

流出油等防止堤、消火用屋外給水施設等に

ついては、日頃から破損、亀裂、変形、損傷、

著しい腐食等がないかどうかを確認し、常に

機能が十分発揮できるよう維持管理すること

が大切です。

２ 防災資機材等の点検実施及び適正な維持管

理

自衛防災組織等に備え付けられている大型

化学消防車等の防災資機材等は、万一火災な

どの災害が発生した時にその能力を十分に発

揮することが求められていますので、適正に

維持管理することが必要です。

このためには、日常の始業点検はもちろん

のこと、点検整備マニュアル等に基づき定期

的な点検を励行し、適正な補修などに努める

ことが大切です。

また、発生した災害が拡大し、防災活動が

長時間に及ぶ場合に備えるため、防災資機材

等に係る支援要請等についてあらかじめ近く

の特定事業所と応援協定等を締結しておくこ

とも必要です。

３ 防災要員の教育訓練の実施

石油コンビナート災害に対処する防災要員

には、専門的知識と実践的防災活動技術が求

められています。

しかし、過去の災害実例からは、防災資機

材や消火設備等の操作ができなかったり、ま

た、操作を誤ったために、迅速かつ的確な防

災活動ができず、災害が拡大したことも報告

されています。

これらの知識や技術は、教育訓練、さらに

は実際の災害対応活動経験を通じて身につけ

るものですが、実際の災害を経験することは

少ないものですので、各特定事業者において

は、教育訓練をより一層充実すること等によ

り、防災要員の能力の維持・向上を図ってい

くことが大切であるといえます。

石油コンビナート災害のように大規模な災

☆石油コンビナート災害の防止

（特殊災害室）
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害となる危険性をはらむ災害も、常日頃から

の防災に関する努力のひとつひとつの積み重

ねが未然にその発生を防止することとなると

ともに、万一の際にもその拡大の防止につな

がることとなりますので、関係者の皆様には

なお一層のご尽力をお願いいたします。

平成９年中の住宅火災による死者は、放火自

殺者等を除くと９２３人であり、このうち６５歳以

上の高齢者は、４９９人（５４．１％）と過半数を超

えています。日本の社会における高齢化が、今

後もますます進展することを考え併せると、高

齢者を中心とした�住宅防火対策�は、国民全
体の極めて重要な課題となっています。

住宅火災によって発生した死者数を着火物別

にみますと�ふとん類�及び�衣類�が全体の
約３割を占めておりますが、特に衣類の着火に

おいては、高齢者の死者が占める割合が高くな

っており、これは、いったん火がつくとなかな

か消すことができないことなどが死者発生の原

因となっていると考えられます。

この場合の消し方としては、走り回らずに倒

れ込んで転がることなどが考えられますが、高

齢者の方は身体的条件から迅速かつ的確な行動

をとることは非常に困難であることから、火が

燃え広がりにくい防炎性能のある衣類等（�防
炎製品�という。参考１参照）を使用すること
は、衣類等の着火による死者を減らすための有

効な手段となります。

また、じゅうたん、カーテンなどは、家庭で

使用する繊維製品の中でも着火物となりやすく、

いったん火がつくと延焼拡大の媒体となりやす

いことから、これらのものに防炎性能を有する

もの（�防炎物品�という。参考２参照）を使
用することは、火災の拡大を防ぐうえで効果的

です。さらに、車のボディカバーに防炎製品を

使用することは、放火火災の防止にもつながり

ます。

ただし、ここで注意していただきたいのは、

あくまで防炎製品・防炎物品は�燃えにくく加

工されている�ということであり、全く燃えな
いから火災にならないというものではないとい

うことです。防炎製品・防炎物品の活用は、火

災予防対策と組み合わせることにより効果を発

揮するものであることから、�防炎製品・防炎
物品を使用しているのだから大丈夫だろう�と
考えて、日頃の住宅防火対策の心がけをおろそ

かにしないようにしましょう。

［参考１］

�防炎製品�とは、寝具や衣類などで火が接
触しても燃え広がりにくいように加工された製

品です。防炎製品認定委員会で認定されたもの

で�防炎製品�の表示（図１参照）が附されて
いるものは、見ためや手ざわりは普通のものと

変わりなく、肌に触れたり、幼児がなめたりし

たときの安全チェックもされています。

［参考２］

�防炎物品�とは、カーテン、布製ブライン
ド、じゅうたん等で�防炎�の表示（図２参
照）が附され、高層建築物、地下街、病院、幼

稚園等のほか不特定多数の人が出入りする建築

物では使用を義務付けられています。

図１ 防炎製品ラベル

☆住宅防火対策の推進《防炎品の普及促進》

（予 防 課）
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災害弱者とは、災害に対処するにあたって何

らかの障害を持つ人々を意味し、具体的には高

齢者（ひとり暮らし、寝たきり等）、障害者、

乳幼児、妊産婦、日本語を解さない外国人など

が考えられます。また、こうした人々の他、災

害によって負傷したり、孤児となるなど災害後

に新たに障害を持った人々や遠距離通勤者で帰

宅が困難となった人（帰宅困難者）、たまたま

旅行に来ていて不慣れな土地で災害に遭遇した

旅行者等も災害弱者としてとらえることもでき

ます。

一度災害が発生すると、災害弱者と言われる

人々が被害を受ける可能性が高いことが、過去

に起こった各種の災害の教訓とされています。

例えば平成５年７月に発生した北海道南西沖地

震の状況を見ると、死者・行方不明者２３０人の

うち３６．７パーセントが６５歳以上の高齢者でした。

同年８月鹿児島県を襲った豪雨災害においても

１２１人の死者・行方不明者のうち４４．６パーセン

トが高齢者でした。また、平成７年１月の阪神

・淡路大震災でも年齢の上昇とともに死亡率も

上昇し、６５歳を超えるあたりから死亡率が特に

高くなる傾向がありました。その他、長期にわ

たる避難生活の中で視覚、聴覚、肢体不自由、

内部障害、外国人等災害対応に障害を持つ人そ

れぞれに、個別の多様なニーズが現れました。

このような災害弱者に対する対策は、既に各

地方公共団体において、様々な取組や検討がな

されているところであります。高齢者の方々へ

ボタン一つで通報することができる装置の配布、

聴覚障害者宅への情報伝達用のファクシミリの

貸与、外国語の防災啓発用パンフレットや案内

板等の外国語表示又は防災拠点となる公共施設

のバリアフリー化などは、その一例です。

行政サイドでの対策が進むことは頼もしいば

かりですが、いざというとき、これらの設備を

有効に活用できなければ良い結果を導くことは

できません。

全国の多くの地域では、�自分たちの地域は
自分たちで守ろう�という連帯意識に基づき結
成された自主防災組織や福祉分野などで活躍さ

れているボランティアの団体や個人の方々が大

勢おられます。効果的な災害弱者対策を推進す

るため、日常的に地域に密着し、詳細の情報を

保有し、組織的な行動がとれる体制を有してい

るこれらの団体と行政が互いに連携し合い活動

図２ 防炎ラベル

寝たばこの不始末で寝具から出火し、更にカー
テンへ燃え移り火災へと……。
これらが防炎性能をもっていれば火災は未然に
防げたわけです。

☆災害弱者対策の推進

（防 災 課）
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することに、大きな期待がかけられています。

しかし、これらの活動も地域の理解と協力無

くしては、最大限の効果は期待できません。お

年寄りや障害を持つ人々を災害から守るのは、

地域住民の一人ひとりの日頃からの心がけと災

害時の適切な行動です。このためにも住民の皆

様には、それぞれの地域で実施される防災訓練

や講習会等に積極的に参加して防災知識や技術

の習得に努めるとともに、災害時に手助けの必

要な人がご近所にどれくらいおられるのか考え

てみてはいかがでしょうか。

平成１１年３月の通知・通達について

��������������� お 知 ら せ ���������������

発 番 号 日 付 あ て 先 発信者 標 題

消防危第１７号 １１．３．１ 各都道府県知事 消防庁長官 平成１１年度�危険物安全周間�の実施について

消防消第４０号 １１．３．２ 各都道府県消防防災主管
部長

消防課長 平成１０年度消防施設整備事業債の貸付条件に
ついて

消防救第５８号 １１．３．３ 各都道府県消防防災主管
部長

救急救助課長 クエン酸シルデナフィル製剤について

消防消第４３号 １１．３．４ 各都道府県消防防災主管
部長

消防課長 市町村消防施設等整備費補助金の配分方針に
ついて

消防特第２５号 １１．３．８ 関係都道府県消防防災主
幹部長

特殊災害室長 送泡設備の設置された石油を貯蔵する屋外タ
ンクが特定事業所にある場合に備え付けるべ
き防災資機材等に関する運用指針について

消防予第４８号 １１．３．１０ 各都道府県消防主管部長 予防課長 平成１１年度上半期可搬式ポンプ等整備資格者
講習及び特例講習並びに再講習の実施につい
て

消防危第２２号 １１．３．１７ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 危険物施設の変更工事に係る完成検査等にお
ける自主検査の活用について

消防危第２３号 １１．３．１８ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 平成１１年度�危険物安全週間�の実施要領に
ついて

消防危第２４号 １１．３．２３ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 製造所等における複数の変更工事に係る完成
検査等の手続について

消防救第６３号 １１．３．２６ 各都道府県消防防災主管
部長

救急救助課長 大規模災害時における消防防災ヘリコプター
の広域応援体制について

消防救第６８号 １１．３．２６ 各都道府県知事 消防庁次長 大規模特殊災害時における広域航空消防応援
実施要綱及び細目の一部改正について

消防危第２６号 １１．３．３０ 各都道府県知事 消防庁次長 危険物の規制に関する政令の一部を改正する
政令等の施行について

消防危第２７号 １１．３．３０ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 準特定屋外タンク貯蔵所の技術基準に関する
運用について

消防救第８４号 １１．３．３０ 各都道府県知事 消防庁長官 救急業務実施基準の一部改正について

消防総第１８６号 １１．３．３０ 各都道府県消防防災主管
部長

総務課長 規制緩和推進３ヶ年計画の改定について

消防予第５５号 １１．３．３１ 各都道府県消防主管部長 予防課長 消防設備等に係る金融上の措置について
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国際緊急援助活動に係る消防庁長官表彰及び感謝状贈呈について

消防庁では、コロンビア共和国で発生した地震災害に際し、国際消防救助隊として同国に派遣され

功労のあった国際消防救助隊員に対する表彰並びに消防庁長官の要請に基づき隊員を派遣された消防

本部に対する感謝状の贈呈を下記のとおり行いました。

記

１ 表彰式

 日時 平成１１年３月２４日� １１時００分から

! 場所 JTビル７階 自治省講堂

（港区虎ノ門２－２－１）

２ 受章者等

 消防庁長官表彰（国際協力功労章） 受章者（１５名）

消防庁救急救助課 広域消防応援対策官 北 出 正 俊

東京消防庁 消防司令長 細 田 正 夫

〃 消防司令 阿 部 光

〃 消防司令補 竹 泉 聡

〃 消防司令補 西 原 健 治

〃 消防司令補 篠 原 邦 隆

〃 消防士長 吉 田 耕

〃 消防士長 五十嵐 裕 明

〃 消防副士長 岩 間 弘 光

大阪市消防局 消防司令 中 居 徳 夫

〃 消防司令補 野 呂 忠 司

千葉市消防局 消防司令補 石 野 一 義

〃 消防士長 永 野 隆 行

船橋市消防局 消防士長 吉 田 和 行

〃 消防士長 佐 藤 尚 吾

! 消防庁長官感謝状贈呈機関 （４機関）

（国際消防救助隊員派遣消防本部）

東京消防庁

大阪市消防局

千葉市消防局

船橋市消防局

総 務 課

��������������� 最 近 の 行 事 か ら ���������������
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消防本部及び消防署を置かなければならない町村の指定について

消防組織法第１０条は、火災その他の災害の増

加に対処し、市町村における予防行政の推進と

消防力の充実強化を図るため、政令で定める市

町村に対し、消防本部及び消防署の設置を義務

付けています。同条に基づく�消防本部及び消
防署を置かなければならない市町村を定める政

令（昭和４６年６月１日政令第１７０号）�において、
すべての市は消防本部及び消防署の設置が義務

付けられており、町村は、自治大臣が当該町村

の人口、態容、気象条件等を考慮して指定した

ものについて同様の義務が生じることとされて

います。

このたび、平成１１年４月２日付け自治省告示

第１００号をもって、８町村が自治大臣の指定を

受け、これにより市町村数の９７．５％にあたる

３，１５０市町村が政令指定され、平成１２年４月１

日には、常備化市町村は、３，１５３市町村（うち

３町村については政令指定による義務付けのな

い任意実施町村である。）となり、常備化率は

９７．６％となる見込みです。

なお、消防庁としては、非常備町村のうち、

火災等の発生状況、救急需要、消防団の体制等

地域の実情から常備化する必要があると考えら

れる町村に対しては、組合の設立や事務委託な

どを含め、その効果的な消防体制の整備につい

て検討するよう指導しています。

自治省告示第百号

消防本部及び消防署を置かなければならない

市町村を定める政令（昭和四十六年政令第百七

十号）本則の規定に基づき、消防本部及び消防

署を置かなければならない町村を次のとおり指

定する。

右の指定は、平成十二年四月一日からその効

力を生ずる。

平成十一年四月二日

自治大臣 野田 毅

県 名 郡 名 町 村 名

茨城県 西茨城郡 七会村

富山県 東礪波郡 平村、上平村、利賀村

大阪府 南河内郡 太子町、千早赤阪村

広島県 豊田郡 豊浜町、豊町

消 防 課

��������������� お 知 ら せ ���������������
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6危険物安全週間推進標語7の決定について

危険物 一手先読む 確かな点検

消防庁では、地方公共団体、全国消防長会及

び�全国危険物安全協会と共催で、関係諸団体
の協力により�危険物安全週間�（６月第２
週）を中心として危険物の安全に関する意識の

高揚及び啓発を行っています。

この一環として、�危険物安全週間推進標
語�を全国に募集したところ、１４，５０７点にのぼ
る作品の応募があり、去る３月１０日に開催され

た危険物安全週間推進標語審査委員会において

標記作品が平成１１年度の標語として決定されま

した。

この標語は、危険物の安全の確保に関する意

識を啓発するため本年５月に各都道府県、市町

村、消防機関、危険物関係事業所等に配布され
うめざわ ゆ か り

るポスター（モデル囲碁棋士梅沢由香里さん）

に使用されるほか、様々なかたちで周知が図ら

れていく予定です。

.自治体消防５０年のあゆみ/の発刊

昭和２３年３月７日に消防組織法が施行され、

今日の自治体消防制度が発足してから昨年３月

で５０周年を迎えました。自治体消防５０年記念事

業実行委員会では、これを記念し、また、半世

紀という大きな節目を今後の消防防災行政の発

展につなげることができるよう、平成８年度か

ら様々な記念事業を実施してきました。

その中のひとつとして、何か後世に残せるも

のをまとめたいという意図で編集したのが、こ

の記念誌です。

この記念誌は、全国の地方公共団体の消防防

災担当課、消防学校、消防本部、県立図書館な

どに配付することとしており、４月中旬に届く

よう発送します。

なお、この記念誌は、財団法人日本宝くじ協

会の助成を受けて発刊されたのもです。

☆テレビによる防災キャンペーン（５月分）☆

危険物規制課

総 務 課

ご 存 じ で す か ― 防 災 ミ ニ 百 科 ―

放送日 主管課 テ ー マ

５月６日 消 防 課 消防団活動への理解と協力

５月２０日 防 災 課
風水害への備え
～災害危険箇所の把握・地域の取り組み～
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��������������� 消 防 庁 辞 令 ���������������

（平成１１年３月３１日付）

氏 名 新 旧

滝 沢 忠 徳 辞職 消防庁次長

朝 日 信 夫 辞職 消防大学校長

山 口 勝 己 出向
（自治大臣官房付へ）

消防課長

福 山 嗣 朗 出向
（自治大臣官房付へ）

震災対策指導室長

梅 原 直 長官付
辞職（日本消防検定協会総務部長へ）

危険物保安技術協会業務企画部長

吉 田 忠 長官付
辞職（消防試験研究センター企画研究部長へ）

日本消防検定協会総務部長

木 原 正 則 辞職
（危険物保安技術協会業務企画部長へ）

危険物規制課危険物判定指導官

西 村 哲 生 辞職
（救急振興財団総務部参事兼総務課長へ）

消防研究所庶務課長

岸 野 誠 一 辞職
（救急救命東京研修所総務部参事兼総務課長へ）

特殊災害室理事官

高 橋 徹 総務課理事官
辞職（京都市消防局安全救急部担当部長兼予防部担当部長へ）

石油公団備蓄業務部安全防災課長

小 西 敦 出向
（自治大臣官房付へ）

総務課理事官

� 橋 規 夫 辞職
（横浜市消防局予防部指導課長へ）

消防課課長補佐

長 尾 一 郎 辞職
（兵庫県知事公室防災企画課参事（企画担当）へ）

防災情報室課長補佐兼防災課課長補佐

岡 本 誠 司 出向
（自治大臣官房総務課課長補佐へ）

救急救助課課長補佐

田 代 修 平 退職 消防大学校教授

� 松 秀 一 出向
（自治大臣官房総務課主査へ）

総務課広報係長兼企画係長

山 本 勲 辞職
（石油公団備蓄業務部安全防災課長代理へ）

消防大学校助教授

柳 澤 大 樹 辞職
（危険物保安技術協会タンク審査部タンク審査課主任検査員へ）

危険物規制課パイプライン係長

筑 紫 利 之 辞職
（静岡県防災局消防室主査へ）

防災課防災第三係長

谷 内 幸 久 辞職
（東京消防庁防災部防災課へ）

危険物規制課化学火災係長

細 見 秀 和 辞職
（兵庫県知事公室防災企画課へ）

震災対策指導室

小金澤 貴 史 辞職
（川崎市消防局予防部予防課へ）

予防課
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梅 木 久 夫 辞職
（北九州市消防局警防部警防課へ）

消防課

近 藤 泉 出向
（自治大臣官房総務課へ）

総務課

円城寺 勝 総務課
辞職

東京消防庁装備部通信課副主任

西 嶋 大 文 出向
（自治大臣官房総務課へ）

消防研究所庶務課

柳 橋 敏 喜 退職 総務課車庫長

平 賀 俊 哉 退職 消防研究所第三研究部消火設備研究室長

（平成１１年４月１日付）

氏 名 新 旧

細 野 光 弘 消防庁次長 自治大臣官房付兼審議官

山 下 茂 消防大学校長 和歌山県副知事

江 端 康 二 消防課長 自治大臣官房付

佐 野 忠 史 出向
（自治省財政局指導課長兼地域振興券推進室長へ）

防災課長

丸 山 浩 司 防災課長 自治大臣官房付

向 田 正 博 震災対策指導室長 自治大臣官房付

石 川 増 弘 危険物規制課危険物判定指導官 消防試験研究センター企画研究部長

本 田 勉 消防研究所庶務課長 自治大臣官房付

塩 見 寛 消防大学校教授 自治大臣官房総務課課長補佐

笹 木 平 特殊災害室課長補佐 自治大臣官房総務課課長補佐

田 中 豊 総務課課長補佐 自治省財政局準公営企業室課長補佐

鈴 木 康 幸 防災情報室課長補佐兼防災課課長補佐 震災対策指導室震災対策専門官兼課長補佐

鶴 巻 郁 夫 救急救助課課長補佐 自治大臣官房総務課課長補佐

奥 田 善 治 消防課課長補佐 京都市消防局総務部企画担当課長

� 本 義 幸 震災対策指導室震災対策専門官兼課長補佐 兵庫県知事公室防災企画副課長

浅 本 邦 裕 出向
（自治大臣官房総務課課長補佐へ）

総務課主幹

吉 住 智 文 総務課主幹 自治省行政局選挙部管理課主幹
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本 島 茂 夫 予防課主幹・安全指導係長事務取扱 自治大臣官房総務課主幹

冨 沢 重 則 出向
（自治大臣官房会計課主幹へ）

予防課主幹・安全指導係長事務取扱

三 和 英 治 免兼震災対策指導室指導係長 震災対策指導室企画係長兼指導係長

清 田 義 知 総務課広報係長兼企画係長 自治大臣官房総務課企画係長

渡 邉 明 宏 消防大学校助教授 特殊災害室指導係長兼審査係長

滝 明 特殊災害室指導係長兼審査係長 自治体国際化協会

阿 部 龍 震災対策指導室指導係長 自治大臣官房総務課主査

山 本 豊 危険物規制課化学火災係長 東京消防庁小石川消防署査察担当係長

和 田 正 彦 危険物規制課パイプライン係長 危険物保安技術協会タンク審査部タンク審査
課主任検査員

中 村 秀 実 防災課防災第三係長 静岡県総務部防災課主査

小 林 民 子 兼消防大学校調査研究部 消防大学校庶務課

大 嶋 文 彦 救急救助課 危険物規制課

及 川 信 総務課 自治大臣官房総務課

近 藤 貴 幸 出向
（自治省行政局公務員部高齢対策室へ）

消防課

向 山 秀 昭 特殊災害室 自治大臣官房総務課

水 野 敦 志 消防課 自治大臣官房総務課

青 砥 貴 司 出向
（自治省税務局固定資産税課へ）

総務課

東 史 浩 出向
（自治省税務局資産評価室へ）

総務課

川 戸 淳 史 出向
（自治省税務局固定資産税課へ）

総務課

中 沢 靖 消防研究所庶務課 自治大臣官房総務課

宮 沢 隆 律 出向
（自治省財政局地方債課へ）

総務課

鈴 木 宏 治 出向
（自治省行政局公務員部公務員課へ）

特殊災害室

熊 倉 弘 統 総務課 自治大臣官房総務課

大 竹 勇 二 免兼総務課 消防研究所庶務課兼総務課

田 淵 一 人 防災情報室 川崎市消防局高津消防署
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☆林野火災の防止

☆外出先での地震の対処

☆住宅防火対策の推進

４月の広報テーマ

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp

編 集 発 行

消 防 庁 総 務 課

〒１０５―８４８９東京都港区虎ノ門

２丁目２番１号

TEL ��（����）����

編 集 後 記

開花を待ちわびていた桜が一斉に咲き、真新しいスーツ姿のフレッシュマ

ンを含め、消防庁全体では約８０名の人事異動の中、平成１１年度がスタートし

ました。この�消防の動き�の編集担当も前任の小方から、川崎市より来ま
した渕崎（ふちざき）が担当することとなりました。

というわけで、私は今月号より不慣れな編集作業にかかりきりとなり、桜

の下での美味しい酒もしばらくはお預けとなりました。

この作業を行っている場所は、虎ノ門にある�JT ビル�内６Fの自治省
消防庁総務課です。この近辺では、一番目立ったインテリジェントビルです。

地方出身の私には、夢のようなビジネスマン生活となりました。（いい夢ば

かりでは無いですが…）また、このビルは外見だけではなく、他省庁と�霞
ヶ関WAN（ワイド・エリア・ネットワーク）を構築し、イントラ／インタ

ーネットによる事務の情報システムが完成されており、遅れをとっている地

方自治体出身の私は、�仕事＝パソコン�にカルチャーショックを受けてい
ます。パソコンを使えないと仕事にならないわけです。

次号の時までには、この便利な道具をフルに利用して…（いや、利用され

てるかな）編集作業、そして皆さんへの有効な消防情報を提供できるよう頑

張りたいと思います。

森 成 司 予防課 北九州市消防局小倉南消防署

村 上 明 伸 防災情報室

入 山 智 幸 総務課 自治大臣官房総務課

本 間 良太郎 総務課 自治大臣官房総務課

中 原 英 樹 総務課 自治大臣官房総務課

長谷川 和 俊 免消火第二研究室長事務取扱 消防研究所第二研究部長・消火第二研究室長
事務取扱

竹 元 昭 夫 消防研究所第三研究部
消火設備研究室長

消防研究所第二研究部主任研究官

鶴 田 俊 消防研究所第二研究部
消火第二研究室長

消防研究所第二研究部主任研究官

佐 宗 祐 子 消防研究所第二研究部主任研究官 消防研究所第二研究部

	 梨 健 一 消防研究所第一研究部 防災情報室
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